
地域公共交通のあり方を考える
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共 通共 通持続可能な持続可能な地域公共交通づくりが地域公共交通づくりが
地域地域を持続可能とする！を持続可能とする！地域地域を持続可能とする！を持続可能とする！

～地域に必要な公共交通を～地域に必要な公共交通を～地域に必要な公共交通を～地域に必要な公共交通を
地域自ら「つくり」「守り」「育てる」方法～地域自ら「つくり」「守り」「育てる」方法～
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交通政策 の交通政策 の

基本理念（第２ ６条）

交通政策への交通政策への
「国の体制づくり」を規定「国の体制づくり」を規定
（現場を直接規定するもの（現場を直接規定するもの基本理念（第２～６条）

 国民生活の安定向上・
国民経済の健全な発

（現場を直接規定するもの（現場を直接規定するもの
ではない）ではない）

民
展に不可欠。需要の充
足が重要

 交通の機能確保・向上
基本理念が一通り整理基本理念が一通り整理

 交通の機能確保・向上
が必要。災害時への対
応にも配慮

境負荷 減を念

必ず１回精読されたし！必ず１回精読されたし！

 環境負荷削減を念頭に

 交通手段間の適切な
役割分担と、有機的・

交通政策基本計画：交通政策基本計画：
交通政策審議会（計画部交通政策審議会（計画部役割分担と、有機的

効率的な連携

 関係施策との連携、関
係者間の連携による推

会）で会）で88月中間とりまとめ月中間とりまとめ
パブコメ終了パブコメ終了

係者間の連携による推
進 →→1515年度予算に反映年度予算に反映
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「コンパクト＆ネ トワ ク」が地方創生にどう寄 「コンパクト＆ネットワーク」が地方創生にどう寄
与するのか？

なぜ今、公共交通がアツイのか？

公共交通とまちづくりとはどのような関係があ公共交通とまちづくりとはどのような関係があ
るか？

制度がどんどん変わっていく中、現場はどの
ように対応すればよいか？ように対応すればよいか？
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• 人口も経済も右肩上がり。借金しても必ず返せる

• 偶然にも？大災害が少なかった

• エネルギー・資源・食料が十分入手でき 環境への• エネルギー・資源・食料が十分入手でき、環境への
負荷も大きくない

住宅住宅((地地)) 都市 耐久消費財化（使 捨 ）都市 耐久消費財化（使 捨 ）→→ 住宅住宅((地地))・都市の耐久消費財化（使い捨て）・都市の耐久消費財化（使い捨て）
風格あるまちができない風格あるまちができない

今や、これらの楽観的前提がすべて崩れ去った!!
（気づいていなかっただけという説あり）（気 て なか ただけと う説あり）

→→ そして、公共交通も民間による独立採算制ではそして、公共交通も民間による独立採算制では
成り立たず 自治体・地域の関与が必須に成り立たず 自治体・地域の関与が必須に成り立たず、自治体・地域の関与が必須に成り立たず、自治体・地域の関与が必須に
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推計値は、国立社会保障・人口問題研究所の公表値に基づく

••7575年かけて広げた居住域を、年かけて広げた居住域を、7575年かけてたたむ必要年かけてたたむ必要
（（だからといって、昭和初期の都市・集落地域にだからといって、昭和初期の都市・集落地域に
回帰せよという意味ではない回帰せよという意味ではない））

••高齢化でどんどんお金がなくなる一方高齢化でどんどんお金がなくなる一方••高齢化でどんどんお金がなくなる 方、高齢化でどんどんお金がなくなる 方、
どんどんやるべきことは増えるどんどんやるべきことは増える
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今の地方部の拡散的立地構造のままでは公共交通利用を今の地方部の拡散的立地構造のままでは公共交通利用を
増やすのは困難。コミバス・デマンドが最適解に？増やすのは困難。コミバス・デマンドが最適解に？
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かしこくないし楽かしこくないし楽
しくないしくない
体がなまって健康体がなまって健康
にも悪いにも悪い
こんな地域では、こんな地域では、
人口減少・高齢社人口減少・高齢社
会 生 残会 生 残会を生き残れない会を生き残れない

魅力に乏しく無個性魅力に乏しく無個性
クルマはいてもクルマはいても
人がいない「まち」人がいない「まち」
（車窓からは看板を（車窓からは看板を板板
見る余裕もない）見る余裕もない）

名古屋大学 加藤博和 14/10/23 8

出典: ストラスブール市資料

かしこくないし、楽しくない・・・かしこくないし、楽しくない・・・
せっかくの土地がもったいないせっかくの土地がもったいない
体がなまって健康にも悪い体がなまって健康にも悪い体がなまって健康にも悪い体がなまって健康にも悪い
しかもしかもCOCO22もたくさん出るもたくさん出る
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過度の自動車依存からの過度の自動車依存からの過度の自動車依存からの過度の自動車依存からの
脱却を図る、魅力的な交通脱却を図る、魅力的な交通
体系再編を「政策」として体系再編を「政策」として
強力 推進強力 推進強力に推進強力に推進

日本では富山が先行

きっかけ 既存の「どうしようもなきっかけ：既存の「どうしようもな
かった」鉄道線をLRT(Light Rail 
Transit)化（富山ライトレール）Transit)化（富山ライトレ ル）
→ 冴えなかった路線が、
まちの軸として誇れる存在に
パ→ コンパクトシティへ展開
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乗合交通機関は、同一方向にまとまった交通需
要がないと存在し得ない要がないと存在し得ない。
（交通需要）＝（目的地の魅力）×（交通手段の便利さ）

※定時定路線は「線」がにぎわう※定時定路線は「線」がにぎわう

フルデマンドは「点」のみにぎわう

乗合交通機関のないまちとは？乗合交通機関のないまちとは？
魅力ある（つまり、「にぎわい」のある）場所がない（あ
るとすればクルマでは運びきれない）るとすればクルマでは運びきれない）

歩いて鑑賞するに堪えない景観に陥る（運転手は景
色を見ないので）色を見ないので）

「公共交通が維持できない」＝「にぎわいがない」

「個性がな 「まちが衰退するまちが衰退する＝「個性がない」＝「まちが衰退するまちが衰退する」
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スクラ プ＆ビルド（使い捨て）

人口増加期： 「だらしない拡散」

スクラップ＆ビルド（使い捨て）
都市域の無秩序な拡大
土地利用の無駄使い土地利用の無駄使い
→ 持続不能社会

各地域の身の丈に合 た空間形成

人口減少期： 「かしこい凝集」

各地域の身の丈に合った空間形成
土地利用の最適効果の発揮

→ 持続性社会→ 持続性社会へ
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環境持続性 低炭素で生態系環境持続性
（公害、CO2等）

低炭素で生態系
を傷つけず

３要素（３要素（Triple Triple 
Bottom LineBottom Line）の）の

だれにとっても
安心安全で

快適かつ快適かつ
豊かな豊かな

社会持続性 経済持続性

Bottom LineBottom Line）の）の
バランスが重要バランスが重要

社会持続性
（公平、安心安全）

経済持続性
（GDP、財政）

20世紀 経済 次に社会を優先 環境が置き去りに20世紀：経済、次に社会を優先。環境が置き去りに
21世紀：「環境の世紀」・・・環境制約下での発展

ただし ビジネスモデル（経済）と合意形成（社会）が必要ただし、ビジネスモデル（経済）と合意形成（社会）が必要
生活レベルを下げる政策は実行不可能
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犬山市
江南市

扶桑町

都心・郊外の両極で高い

CO2
加藤博和：街の「かしこい凝集」でナゴヤ
はもっと快適・安心になる、週刊東洋経
済臨時増刊「ナゴヤの正念場」（2011年
5月9日発売）、pp.32-37、2011.5
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豊山町
春日町

西部に広がる洪水

都心・郊外の両極で高い
鉄道沿線では辺縁部にお
いても低い

5月9日発売）、pp.32 37、2011.5
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弥富市

知多市

東海市 大府市

豊明市港区

一宮市

犬山市

春日井市

小牧市

江南市
大口町

扶桑町

岩倉市
一宮市

犬山市

小牧市

江南市
大口町

扶桑町

岩倉市

瀬戸市稲沢市

愛西市 日進市

守山区

中川区

西区
北区

津島市

天白区

名東区千種区中村区
長久手町

瑞穂区

尾張旭市

中区

清須市
東区

昭和区

北名古屋市

蟹江町

美和町

七宝町

熱田区

甚目寺町

大治町

豊山町
春日町瀬戸市稲沢市

春日井市

愛西市 日進市

守山区

中川区

西区
北区

津島市 名東区千種区中村区
長久手町

尾張旭市

中区

清須市
東区

昭和区

北名古屋市

蟹江町

岩倉市

美和町

七宝町
甚目寺町

大治町
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名古屋市内や周辺名古屋市内や周辺
都市の中心部など都市の中心部など

港区

緑区
弥富市

東海市 大府市
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飛島村
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東郷町

蟹江町 熱田区

港区

都市の中心部など都市の中心部など
人口密度が高い地人口密度が高い地
区で低区で低いい

知多市
知多市

市街地維持費用市街地維持費用QOL

主に郊外部からの撤退（都市域のコンパクト化）：主に郊外部からの撤退（都市域のコンパクト化）：
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主に郊外部からの撤退（都市域のコンパクト化）：主に郊外部からの撤退（都市域のコンパクト化）：
コスト削減＋利便性向上＋環境負荷削減コスト削減＋利便性向上＋環境負荷削減→→人口減少・高齢化対応人口減少・高齢化対応

極集中とは違う！極集中とは違う！--一極集中とは違う！一極集中とは違う！--

•• 「都市」と「非都市」とを明確に分ける（「線引き」）「都市」と「非都市」とを明確に分ける（「線引き」）」 非 」 線 」」 非 」 線 」
–– 空間的に明確な区別（メリハリ）。土地の「チカラ」を引き出す空間的に明確な区別（メリハリ）。土地の「チカラ」を引き出す
（土地生産性を極大化）（土地生産性を極大化）
都市と非都市 それぞれに合 た投資都市と非都市 それぞれに合 た投資–– 都市と非都市、それぞれに合った投資都市と非都市、それぞれに合った投資
※※１箇所に集中するという意味ではない１箇所に集中するという意味ではない（後述）（後述）

•• 「都市」をなるべく狭くする（密度を高くする）「都市」をなるべく狭くする（密度を高くする）
–– 空間・インフラの有効活用空間・インフラの有効活用空間 インフラの有効活用空間 インフラの有効活用
–– 長持ちし風格あるインフラ・建築物群（「ストック化」）長持ちし風格あるインフラ・建築物群（「ストック化」）

•• 「都市」の中はなるべくクルマを使わせない「都市」の中はなるべくクルマを使わせない
–– クルマは空間の有効活用を阻害し、環境・安全面でも劣るクルマは空間の有効活用を阻害し、環境・安全面でも劣る
バリアフリ バ サルデザインバリアフリ バ サルデザイン–– バリアフリー・ユニバーサルデザインバリアフリー・ユニバーサルデザイン
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1. 集約地区の交通利便性が高くなるため、そこに自主的に人
が集まるようになる（土地利用規制で集約しようとすると不
満が多くなる）

2. 公共交通利用者が増加し、その効率性・採算性が向上する
（コストが少なく、利便性が向上でき、環境負荷も少ない）

3. 公共交通依存となるため、長距離トリップも許容され、交流
人口を増加させることができる（クルマも公共交通も使えな
いとすると 小都市しか成り立たない とにな てしまう）いとすると、小都市しか成り立たないことになってしまう）

ポイント：便利で分かりやすくユニヴァーサルにポイント：便利で分かりやすくユニヴァーサルにポイント：便利で分かりやすくユ ヴァ サルにポイント：便利で分かりやすくユ ヴァ サルに
大量輸送ができる幹線公共交通機関の整備大量輸送ができる幹線公共交通機関の整備
→→ LRTLRT、、BRTBRT そして幹線路線バスのそして幹線路線バスの→→ LRTLRT、、BRTBRT そして幹線路線バスのそして幹線路線バスの

レベルアップが重要レベルアップが重要
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＜交通戦略＞＜交通戦略＞＜交通戦略＞＜交通戦略＞＜交通戦略＞＜交通戦略＞
コンパクト化を誘導しうる交通システムコンパクト化を誘導しうる交通システム
公共交通・非動力交通の充実公共交通・非動力交通の充実

＜交通戦略＞＜交通戦略＞
コンパクト化を誘導しうる交通システムコンパクト化を誘導しうる交通システム
公共交通・非動力交通の充実公共交通・非動力交通の充実公共交通・非動力交通の充実公共交通・非動力交通の充実公共交通・非動力交通の充実公共交通・非動力交通の充実

ライフスタイライフスタイ
ルも変化ルも変化

＜都市計画マスタープラン＞＜都市計画マスタープラン＞＜都市計画マスタープラン＞＜都市計画マスタープラン＞

ルも変化ルも変化

公共交通を有効に機能させうるコンパクト化公共交通を有効に機能させうるコンパクト化
公共交通指向型ゾーニング・施設再配置公共交通指向型ゾーニング・施設再配置
公共交通を有効に機能させうるコンパクト化公共交通を有効に機能させうるコンパクト化
公共交通指向型ゾーニング・施設再配置公共交通指向型ゾーニング・施設再配置公共交通指向型ゾ ニング 施設再配置公共交通指向型ゾ ニング 施設再配置公共交通指向型ゾ ニング 施設再配置公共交通指向型ゾ ニング 施設再配置

これをやりとげるためには大変なエネルギーが必要だが・・・
4040年計画で頑張ればよい年計画で頑張ればよい（その間に建物は半分以上建て替わる）4040年計画で頑張ればよい年計画で頑張ればよい（その間に建物は半分以上建て替わる）

ただし、既存の法律では誘導できない
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都市の低炭素化の促進に関する法律（エコまち法）都市の低炭素化の促進に関する法律（エコまち法）2012年8月29日成立、12月4日施行
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2014年2月12日閣議決定、5月14日成立、5月21日公布、11月施行見込み
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2014年2月12日閣議決定､5月14日成立、5月21日公布、8月1日施行

名古屋大学 加藤博和 14/10/23 20

2014年2月12日閣議決定、4月18日成立、4月25日公布、7月3日施行
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 よく言われる理由：モータリゼーションと少子高
齢化齢化

→ 公共交通がなくても暮らしていける

公共交通だけに頼っていては不便

→ しかし それだけが原因か？→ しかし、それだけが原因か？

影の理由：公共交通は旧態依然、十年一日（
世の流れについていけていない）世の流れについていけていない）
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まさに「供給者目線」まさに「供給者目線」まさに「供給者目線」まさに「供給者目線」まさに「供給者目線」まさに「供給者目線」
「不便でなく不安」「不便でなく不安」
まさに「供給者目線」まさに「供給者目線」
「不便でなく不安」「不便でなく不安」
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メディア間の一貫性のなさメディア間の一貫性のなさ
配布物、掲示、車両LED表示、車内案内、ウェブサイト、案内所
系統図、時刻表、のりば案内

系統番号 愛称 経由 行先系統番号・愛称、経由・行先

基本 ンテンツに起因する問題基本 ンテンツに起因する問題基本コンテンツに起因する問題基本コンテンツに起因する問題
「系統」「ダイヤ」「乗降施設」「車両」の４大コンテンツ「系統」「ダイヤ」「乗降施設」「車両」の４大コンテンツが路線の性
能を決める能を決める

系統・ダイヤがそもそも複雑で把握しづらい、説明もしづらい

そのため 一見さん向け系統と 一見さんお断り系統が錯綜せざそのため、一見さん向け系統と、一見さんお断り系統が錯綜せざ
るを得ない非効率

分かりやす 案内 しな と使 てもらえな分かりやす 案内 しな と使 てもらえな
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分かりやすい案内にしないと使ってもらえない分かりやすい案内にしないと使ってもらえない

「企画 運営 と「運行 の分離「企画 運営 と「運行 の分離••「企画・運営」と「運行」の分離「企画・運営」と「運行」の分離
自治体 ：企画・運営（委託）
交通事業者：運行（受託）交通事業者：運行（受託）

→ 「交通保険」そのもの。公営交
通のように事業収支・リスクに
煩わされない

••それによって可能となったそれによって可能となった
新しい基本 ンテンツ設定新しい基本 ンテンツ設定

東京都武蔵野市「ムーバス」
（1995 11運行開始）

Photo M.Fukumoto 新しい基本コンテンツ設定新しい基本コンテンツ設定
小回り循環、停留所間隔200m、
小型バス 100円運賃（1995.11運行開始）

現在では全国の半数近くの
市町村が運行

小型バス、100円運賃
→ 適材適所：「わかりやすく」「使
いやすい」公共交通実現

→ しかし、表面的「サルマネ」によって、似て非なる非効率な
「巡回バス」が広がる原因に（最近はデマンドでも・・・）
市町村が丸抱えすることで住民 事業者がモラルハザ ドに→ 市町村が丸抱えすることで住民・事業者がモラルハザードに

→ さらに、路線バスとコミュニティバスが全く別の二重体系に
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 お客様・地域のニーズに応えるコンテンツの提供
見かけ なく本当 ズとは？ 見かけでなく本当のニーズとは？

 移動サービスを通じて地域に豊かさをもたらす

お客様・地域に選んでいただけるサ ビスの提供 お客様・地域に選んでいただけるサービスの提供
 少し高くても、待っても、こちらの方がよい、と納得させる
 そのために「分かりやすく」「使いやすく」を徹底 そのために「分かりやすく」「使いやすく」を徹底
 利用者が運賃を、自治体・地域が補助金や負担金を払う
気になるには何が必要かを考える

 それが収益を、給料を高くすることにつながる

→ これができる事業者は残 ていけるし→ これができる事業者は残っていけるし、
そんな事業者やそれをサポートできる自治体が
ある地域も残っていけるある地域も残っていける

→ どうすれば「くるり」できるのか？
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（例１）総合病院乗り入れは「路線バス勝利の方程式」
しかし、本当にいいことなのか？しかし、本当にいいことなのか？

→ 高齢者は病院しか行くところがない？（でかける口実
がつくれない？）
（例2）商店街から要望を受けて路線を引いた
これは、本当にいいことなのか？
商店街が何も努力しなければ共倒れになる→ 商店街が何も努力しなければ共倒れになる

 公共交通づくりは 集まれる場所づくりとセットであるべ 公共交通づくりは、集まれる場所づくりとセットであるべ
き（商店街・産直・ショッピングセンター、図書館・生涯
学習施設、温泉、コミュニティカフェなど）。学習施設、温泉、コミュニティカフェなど）。
→ それによって「おでかけ」が楽しくなる
※施設最寄停留所：施設との位置関係、名称最 留所 置 係 名称
※自宅最寄停留所：位置も大事だが待ち環境も大事

名古屋大学 加藤博和 14/10/23 27



見さんお断り一見さんお断り

 ターゲットを明確化する タ ゲットを明確化する

その人たちにどんな生活をしてほしいか？

そ ため どんな「おでかけ を担保すべきか？そのためにどんな「おでかけ」を担保すべきか？

基本コンテンツを磨き上げる基本 ンテンツを磨き上げる

系統、ダイヤ、乗降施設、車両で決まるサービスレ
ベルベル

それを「お値打ち」と思わせる運賃設定

分かりやすく おし れ 心 響く訴えかけを分かりやすく、おしゃれで、心に響く訴えかけを
する

利用者の立場に立ったインタフェイス
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 クルマに乗れない人・・・確実クルマに乗れない人・・・確実に囲い込むに囲い込む
通院：病院 処方せん薬局とタイアップ 診療時刻通院：病院・処方せん薬局とタイアップ。診療時刻
調整
高校通学：進路決定段階からバス情報を流す 高高校通学：進路決定段階からバス情報を流す。高
校別時刻表配布。部活対応。放課後対応

クルマクルマに乗れる人 １年に 度でいいから乗に乗れる人 １年に 度でいいから乗 クルマクルマに乗れる人・・・１年に一度でいいから乗に乗れる人・・・１年に一度でいいから乗
ってもらえるようにするってもらえるようにする

残業デ ちな 便 夜便通勤：ノー残業デーのまちなかへの便、深夜便
買物：停留所位置。荷物置場。特典付与
観光 見 乗 楽 バ を走らせ観光：見て乗って楽しいバスを走らせる
※クルマに乗れなくなるほど体が弱ったときには公
共交通 も乗れな共交通にも乗れない
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 需要：顕在化しているもの（行っているor行いたい）

→ アンケートが有効→ アンケートが有効

 ニーズ：潜在的なもの（気づいていない）

膝詰 （グ プ タ や プ）→ 膝詰め（グループインタビューやワークショップ）

が有効

調査手順

1. まず現状の移動状況や気持ちをはき出してもらう1. まず現状の移動状況や気持ちをはき出してもらう

2. 情報を提供し、考え、気づいてもらう

3 関係者で どうすべきか 何ができるか話し合う3. 関係者で、どうすべきか、何ができるか話し合う

4. 考えをまとめなおしてもらう

→ ニーズとその充足方法ニーズとその充足方法が見いだされる→ ニ ズとその充足方法ニ ズとその充足方法が見いだされる

いずれにせよトップダウンやコンサル丸投げではダメ
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 単にコミュニティバスやデマンド交通を走らせたり、運 単にコミュニティバスやデマンド交通を走らせたり、運
行欠損補助を増額するという意味ではない

公共交通が必要な理由 それを公的に維持する必 公共交通が必要な理由、それを公的に維持する必
要性を明らかにする

 それをどのように具体化するかを考える

を誰 よ 支え を考え それを誰がどのように支えるのかを考える

関係者全員が集まって、必要な地域公共交通を関係者全員が集まって、必要な地域公共交通を
「見つけ」「つくり」「守り」「育てる」ことの重要性「見つけ」「つくり」「守り」「育てる」ことの重要性

＝「一所懸命」になれる「場」＝「一所懸命」になれる「場」づづくりくり
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赤字路線を維持するためには赤字路線を維持するためには
当然、だれかが尻ぬぐいしなければならない当然、だれかが尻ぬぐいしなければならない
昔は事業者の内部補助で帳尻が合ったが・・昔は事業者の内部補助で帳尻が合ったが・・

 一般に、コミュニティバス・路線バス運行に、年間数千万
円規模の欠損補助＜時には協賛金・負担金＞が必要（住
民1人あたり数千円） → 保険料民1人あたり数千円） → 保険料

 コミュニティバスを安い運賃で利用する
（ワンコイン<100円>運賃など） → 自己負担
保険料と自己負担の割合をどの程度にすべきか（だれがど
れだけ出して支えるか？）
これだけの負担をしてバスを運行する意味があるのかこれだけの負担をしてバスを運行する意味があるのか
→ 基本は「保険料・自己負担を払ってもらえるサービス」を
つくり、それをうまく「案内」「PR」し、意識共有を進めること
負担して そ 責任も参画意識も生まれる→ 負担してこそ、責任も参画意識も生まれる
負担負担割合割合を決めるのはどこでしょうか？を決めるのはどこでしょうか？
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おでかけ 調整 組織化
自治体の新たな役割自治体の新たな役割

••｢｢おでかけおでかけ｣｣確保戦略の確立確保戦略の確立••｢｢おでかけおでかけ｣｣確保戦略の確立確保戦略の確立
‒公共交通戦略：「地域の一体感」「住民のQOL向上」「訪問者の利便性確保」
のためのネットワークづくり
‒福祉交通戦略：「移動制約者対応」の必要水準と方法の基準づくり

‒公共交通戦略：「地域の一体感」「住民のQOL向上」「訪問者の利便性確保」
のためのネットワークづくり
‒福祉交通戦略：「移動制約者対応」の必要水準と方法の基準づくり福祉交通戦略 移動制約者対応」 必要水準 方法 準 くり
‒移動手段確保の「担い手」は問わない（いい担い手が出てくるしくみこそ「戦
略」）

福祉交通戦略 移動制約者対応」 必要水準 方法 準 くり
‒移動手段確保の「担い手」は問わない（いい担い手が出てくるしくみこそ「戦
略」）

••交通ネットワークの維持発展交通ネットワークの維持発展
‒結節点整備（停留所、ターミナル、駅広、P&R・K&R）
共通運賃 共通案内等のソフト的シ ムレス化

••交通ネットワークの維持発展交通ネットワークの維持発展
‒結節点整備（停留所、ターミナル、駅広、P&R・K&R）
共通運賃 共通案内等のソフト的シ ムレス化‒共通運賃・共通案内等のソフト的シームレス化
‒事業者間の調整・連携の模索（新たな交通秩序の確立）
‒共通運賃・共通案内等のソフト的シームレス化
‒事業者間の調整・連携の模索（新たな交通秩序の確立）

••各交通システムのサポート各交通システムのサポート
‒「適材適所」となる運行手段のコンサルティング
‒「戦略」に適合する交通機関の公認・広報・案内

••各交通システムのサポート各交通システムのサポート
‒「適材適所」となる運行手段のコンサルティング
‒「戦略」に適合する交通機関の公認・広報・案内「戦略」に適合する交通機関の公認 広報 案内
‒「担い手」となる事業者・NPO・住民組織の側面支援
「戦略」に適合する交通機関の公認 広報 案内
‒「担い手」となる事業者・NPO・住民組織の側面支援
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だれでも安心して暮らせる地域（生活交通）だれでも安心して暮らせる地域（生活交通）だれでも安心して暮らせる地域（生活交通）だれでも安心して暮らせる地域（生活交通）
 クルマを使えない人にも、生活に最低限必要な移動を
保障する公共交通保障する公共交通

だれでも楽しくお越しいただける地域（来訪交通）だれでも楽しくお越しいただける地域（来訪交通）
乗 て楽しい 降りても楽しい公共交通乗って楽しい、降りても楽しい公共交通

そのために何が必要か？→ そのために何が必要か？
お金がかからず、地球にもやさしく、
まちづくりとも連携した 便利で合理的な交通網まちづくりとも連携した、便利で合理的な交通網

→ この提供（品質保証）が公共交通事業・政策の役割
そのためのソリ シ ンが事業者の役割そのためのソリューションが事業者の役割
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幹線・支線のメリハリをつけることで、利便性を高めながら費用・資源効率を高める幹線・支線のメリハリをつけることで、利便性を高めながら費用・資源効率を高める

清水グリーンライン清水グリーンライン
（福井市、京福バス運行）（福井市、京福バス運行）2011.10.12011.10.1運行開始運行開始

従来：福井駅前と清水地域との間に幾つかのバス路線があり、経従来 福井駅前と清水地域と 間に幾 か 路線があり、経
路が異なる上、いずれも本数が少なく、欠損も大きかった

大規模小売店舗「プラ ト を拠点とし 福井駅前とを結ぶ→ 大規模小売店舗「プラント3」を拠点とし、福井駅前とを結ぶ
幹線を30分ヘッド運行（地域間幹線として国県補助）

→ 地域内には乗合タクシー「ほやほや号」を運行（昼間デマン→ 地域内には乗合タクシー「ほやほや号」を運行（昼間デマン
ド）し清水プラント３で接続。
更に地域主体型乗合タクシー「殿下かじかポッポー」も接続更 地域 体 乗合 殿下か か 」も接続

→ プラント3は乗降スペースとともに待合所を整備

※バ を乗継させるのは難しい※バスを乗継させるのは難しい。
結節点はそれ自体目的地になるようなところが望ましい

※問題はバスから支線のダイヤ・接続が分からないことと※問題はバスから支線のダイヤ・接続が分からないことと、
車内でデマンド予約ができないこと
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～答えは現場にある！現場にしかない！～
1.1. 目的の明確化目的の明確化
 公共交通は持続可能なまち・人づくり、地球環境対応の手段
 現場・利用者起点 公共交通担当者は「ライフスタイル・クリエーター」

答えは現場にある！現場にしかない！

 現場・利用者起点。公共交通担当者は「ライフスタイル・クリエーター」
2.2. 適材適所適材適所
 固定観念に縛られず、地域の顕在・潜在ニーズを「澄んだ目」で見る
前例 迷信 外見 他地域の優良事例や自慢話に惑わされない 前例・迷信・外見・他地域の優良事例や自慢話に惑わされない

3.3. 一所懸命一所懸命
 地域の、地域による、地域のための「地産地消」型交通地域 、地域による、地域 た 地産地消」型交通
 お願い型・評論型から参画型・自律型へ。担い手を生み出す
4.4. 組織化組織化
 場づくり：連携・協働 必要十分な構成 行動が生まれる仕掛け 場づくり：連携・協働、必要十分な構成、行動が生まれる仕掛け
 方向性：調整（コーディネート）・企画・・・「戦略」確立が必要
 バラバラではダメ。ネットワークでないと機能しない
55 カイゼンカイゼン5.5. カイゼンカイゼン
 目的が明確であれば、評価基準も明確なはず
 徹底して現場・利用者起点に立つことこそよりどころとなる
 失敗を恐れるのでなく、対応を間違えないこと
 国の制度も下から意見を出してアップデートしていくべき
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【主宰者】
市区町村（複数市区町村共同、都道府県も可）

【構成員】

地域公共交通会議 「市町村の公共交通を「市町村の公共交通を
市町村が自ら決める」市町村が自ら決める」【構成員】

市区町村、住民代表、利用者代表、都道府県、地方運輸局（又は支局）、

旅客自動車運送事業者（又はその団体）、一般乗合旅客自動車運送事業に
係る労働組合の代表者、道路管理者、都道府県警察、学識経験者 等

（地域の実情に応じて）
（※事案によって構成員を変更して分科会形式とすることも可）

市町村が自ら決める」市町村が自ら決める」
ための場（特区）ための場（特区）

【目 的】
・地域のニーズに即した乗合運送サービスの運行形態（市町村運営バス
の必要性を含む）、サービス水準、運賃等について協議。必要に応じ
て、例えば地域の交通計画を策定
・輸送の安全、旅客の利便の確保方策等を説明（地方運輸局において審査）

•地域として必要な路線を
自ら協議し認定すること
で 各種許可が簡略化 弾

事業者へ委託する
こととなった場合

事業者によること
が困難な場合

更
新
・変
更

で、各種許可が簡略化・弾
力化（運賃・路線設定・使
用車両など）

79条（旧80条）に基づく
自家用自動車による

有償運送（市町村運営バス）
＜登録（更新制）＞

新4条に基づく乗合事業者による運送
（旧21条コミバス等含む）

＜事業認可又は事業計画変更認可＞

更 用車両など）
•一般乗合路線ならなんで
も認定できる

○輸送の安全・利便の確保
・一定の講習の修了（運転者）
・運行管理体制、事故処理体制
・運送の対価の掲示義務 等

○事後チェック

○運賃認可の届出化

○道路管理者・警察への意見照会の簡便化

○標準処理機関の短縮
路線変更認可の迅速化 等

認定
•デマンド運行、タクシー車
両利用も位置付け

○事後チェック
・事業改善命令、行政処分 等

・路線変更認可の迅速化 等
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地域公共交通会議（および法定協議会）は地域公共交通会議（および法定協議会）は
法的に必要なセレモニーという

側面もありますが側面もありますが、
一番大事なのは

「ステ クホルダ （利害関係者）会議「ステークホルダー（利害関係者）会議」
だということです

市町村、運輸局、都道府県、住民代表、利用者代表、
運転者代表 道路管理者 交通管理者 その他運転者代表、道路管理者、交通管理者、その他

関係者が一堂に会する

有目的を共有する

どう実現するかを遠慮せず議論する

決まったらみんなで協力して走る
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1. 年間予定がなく開催が行き当たりばったり1. 年間予定がなく開催が行き当たりばったり
2. 協議事項があるときしか開かない（のでシャンシャンにしたい）
3. 事前に委員への資料配布をしない
4 開催通知や決定事項を地域住民や利用者に分かる形（広報・webはもとよ4. 開催通知や決定事項を地域住民や利用者に分かる形（広報・webはもとよ

り、停留所や車内など目の届くところ）で提示していない
5. 開催時刻を公共交通の時刻に合わせない（開催通知に書く。駐車場無料

券を出すなど論外）券を出すなど論外）
6. 傍聴者がいない（PRしていない）
7. 住民・利用者代表がしゃべらない（しゃべりやすくする工夫をしていない）
8 現場を知らな 委員に見せる 体験させる機会を くらな （バ は会議室8. 現場を知らない委員に見せる、体験させる機会をつくらない（バスは会議室

でなく現場を走っている）
9. コミバスやデマンドしか扱わない（事業者路線は話題にもしない）
10. 規定の委員しか集めない

この程度のことをやっていなくて、この程度のことをやっていなくて、
「この制度はうまく機能しない」って、当然でしょ！「この制度はうまく機能しない」って、当然でしょ！
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••バス・タクシーしか協議対象にならない（道路運送法の限界）バス・タクシーしか協議対象にならない（道路運送法の限界）
→これでも大半のことはできるこれでも大半のことはできる
→ただし、鉄道・航路再生や、それらとバスとの連携には

（法的には）無力

••公共交通計画・戦略の策定が任意公共交通計画・戦略の策定が任意
→場当たり的な開催になる懸念場当たり的な開催になる懸念

バ 参加 拒否権がある（特 交通事業者）バ 参加 拒否権がある（特 交通事業者）••メンバー参加への拒否権がある（特に交通事業者）メンバー参加への拒否権がある（特に交通事業者）
→出てきてもらわないと協議にならない
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••バス・タクシーしか協議対象にならない（道路運送法の限界）バス・タクシーしか協議対象にならない（道路運送法の限界）
→これでも大半のことはできるこれでも大半のことはできる
→ただし、鉄道・航路再生や、それらとバスとの連携には
（法的には）無力

多多→→「「地域公共交通特定事業地域公共交通特定事業」」として多モードに展開多モードに展開
→→「「新地域旅客運送新地域旅客運送事業事業」」による新モード導入の円滑化新モード導入の円滑化

••公共交通計画・戦略の策定が任意公共交通計画・戦略の策定が任意
→場当たり的な開催になる懸念場当たり的な開催になる懸念
→→「「地域公共交通総合連携計画地域公共交通総合連携計画」」策定を規定

バ 参加 拒否権がある（特 交通事業者）バ 参加 拒否権がある（特 交通事業者）••メンバー参加への拒否権がある（特に交通事業者）メンバー参加への拒否権がある（特に交通事業者）
→出てきてもらわないと協議にならない
→→公共交通事業者・道路管理者公共交通事業者・道路管理者等の参加応諾義務応諾義務→→公共交通事業者・道路管理者公共交通事業者・道路管理者等の参加応諾義務応諾義務
※※非常に強い権限が付与（言うまでもなく議会が優越）非常に強い権限が付与（言うまでもなく議会が優越）
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 地域公共交通政策の「憲法」
 コミバス・デマンドだけでなく、一般路線バス・鉄道・一般タクシーを含めた コミバス デマンドだけでなく、 般路線バス 鉄道 般タクシ を含めた
包括計画として策定するべき

 「戦略」「役割分担」「PDCA」→目的と評価指標を明確に
 生活交通NW計画（国庫補助対象系統リスト） 地域協働推進事業計画（ 生活交通NW計画（国庫補助対象系統リスト）、地域協働推進事業計画（
MM・PR等）は連携計画（網形成計画）の詳細計画として位置づけられる

 都市・地域総合交通戦略（整備局マター）との連動も
担当者の「遺言」（政策の継続性） 担当者の「遺言」（政策の継続性）

 どう「連携」するかが書かれるべき
 関係者間、モード・路線間、生活圏内の「連携」

→ 要するに「バラバラではダメ」

 「協議会」は連携計画をつくり実行していく組織（予算が組める）
 取締役会。全参画者が事業に実質的に取り組む必要
現場委員（住民 利用者 運転者）を きるかぎり活性化する 現場委員（住民・利用者・運転者）をできるかぎり活性化する

 バス事業者や住民からでも連携計画の提案ができる（7条2）
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200

300

通
総
合
連
携

計画期間内（有効）

100

200

地
域
公
共
交

計画期間終了（失効）計画期間終了（失効）
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地

年度

（見込）
国土交通省調べ
2012年度末現在

やる気のあるところはフル活用 しかしやる気のあるところはフル活用 しかし年度やる気のあるところはフル活用。しかし・・・やる気のあるところはフル活用。しかし・・・
金（国庫補助）の切れ目が縁の切れ目？金（国庫補助）の切れ目が縁の切れ目？

計画の必要性が全然理解されていない証拠。情けない・・・計画の必要性が全然理解されていない証拠。情けない・・・
昨年度から地域協働推進事業によ 再び増加（またカネかよ）昨年度から地域協働推進事業によ 再び増加（またカネかよ）昨年度から地域協働推進事業によって再び増加（またカネかよ）昨年度から地域協働推進事業によって再び増加（またカネかよ）

結局、自治体・地域の自覚・覚悟がまだ足りない結局、自治体・地域の自覚・覚悟がまだ足りない
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1 地域戦略との 体性1. 地域戦略との一体性

2. 総合的なネットワーク形成2. 総合的なネットワ ク形成

3. 多様なモードの組み合わせ

4. 広域性

5 住民等関係者の連携5. 住民等関係者の連携

6. 数値化した目標設定と評価数値化した目標設定と評価

これらこれらがみたされている連携計画は形成計画にがみたされている連携計画は形成計画に
転換可能転換可能 どんどん進めてくださいどんどん進めてください転換可能転換可能 →→ どんどん進めてくださいどんどん進めてください
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網
交通「総合」 → 交通「網」（「網」（networknetwork））

一部でなく全体を考える 部でなく全体を考える

（単なるコミバス計画やデマンド交通計画ではダメ）

 タクシーや自家用有償運送も対象とすることを推奨 タクシーや自家用有償運送も対象とすることを推奨

追加された事項
地域全体を見渡した面的な公共交通ネ ト ク地域全体を見渡した面的な公共交通ネットワークの
再構築
移動制 者 応 来 者 応 う観点 自※移動制約者対応、来訪者対応という観点は弱い。自治体と
してどう考えるかが問われる

コンパクトシティの実現に向けたまちづくりとの連携 コンパクトシティの実現に向けたまちづくりとの連携
都市再生特措法、中心市街地活性化法との連動を推奨

※「コンパクトシティを目指さないと形成計画は出せない」わけ※「コンパクトシティを目指さないと形成計画は出せない」わけ
ではない（非都市部の場合「小さな拠点」）
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法定協議会の役割の強化（６条）法定協議会の役割の強化（６条） 法定協議会の役割の強化（６条）法定協議会の役割の強化（６条）
「連携計画の作成に関する協議及び
連携計画の実施実施に係る連絡調整に係る連絡調整」連携計画の実施実施に係る連絡調整に係る連絡調整」

→ 「網形成計画の作成及び実施実施に関し必要な協議」

 都道府県は 市町村と共同で法定協議会をつくれるよ都道府県は 市町村と共同で法定協議会をつくれるよ 都道府県は、市町村と共同で法定協議会をつくれるよ都道府県は、市町村と共同で法定協議会をつくれるよ
うになるうになる
県レベルの計画（地域間幹線）県レベルの計画（地域間幹線）
生活圏単位の計画（幹線＋フィーダー）

国 支援を 頑 地域 重点化国 支援を 頑 地域 重点化国の支援を、頑張っている地域に重点化国の支援を、頑張っている地域に重点化
→ 既にH26予算で実施（モニタリング、協議会補助）
将来的には「運輸連合」へ将来的には「運輸連合」へ
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 LRT・BRT・コミュニティバス・(オン)デマンド交通という言葉が上 LRT・BRT・コミュニティバス・(オン)デマンド交通という言葉が上
がっているが、既存の鉄道・バス網をつくり変えレベルアップする
という視点が弱い（今までの「新しもの好き」の傾向を受け継ぐ？）という視点が弱い（今までの 新しもの好き」の傾向を受け継ぐ？）

 数値目標がこれでよいか？
 地域地域公共交通網形成計画の策定総数公共交通網形成計画の策定総数
【 年度 件】 も と多くなる ず（立地適 化計【2020 年度 100 件】 ・・・もっと多くなるはず（立地適正化計

画との連動ならこの程度か？）
 鉄道鉄道事業再構築実施計画（鉄道の上下分離等）の認定事業再構築実施計画（鉄道の上下分離等）の認定件数件数 鉄道鉄道事業再構築実施計画（鉄道の上下分離等）の認定事業再構築実施計画（鉄道の上下分離等）の認定件数件数
【2013 年度 4 件 → 2020 年度 10 件】
・・・増えることが望ましい数字なのか？（他の特定事業は？）増える とが望ま 数字な か？（他 特定事業は？）

 デマンドデマンド交通の導入数交通の導入数
【2013 年度 314 市町村 → 2020 年度 700 市町村】
目標とするようなも か？（公共交通空白地域解消・・・目標とするようなものか？（公共交通空白地域解消
などにすべきでは？）

ずれにせよ 地域にと て必要な とを明らかにし それに合わせた評価指ずれにせよ 地域にと て必要な とを明らかにし それに合わせた評価指
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いずれにせよ、地域にとって必要なことを明らかにし、それに合わせた評価指いずれにせよ、地域にとって必要なことを明らかにし、それに合わせた評価指
標と目標を設定し、そのためのデータをとるのが基本（自分たちで考える）標と目標を設定し、そのためのデータをとるのが基本（自分たちで考える）

 地域に「おでかけ」できず困っている人たちがいる

 しかし、地域公共交通（緑ナンバー：バス、タクシー事業）では
カバーできていない（ここが微妙）

方 困 たち 近 ボ 「 一方、困っている人たちの近くに、ボランティアとして「おでか
け」のための移送サービスをできる人がいる

その人たちは有償運送事業者ではない（白ナンバ ）が 特 その人たちは有償運送事業者ではない（白ナンバー）が、特
別にお願いしてサービスをやってもらおう（「やりたいからやらせ
ろ」ではない）ろ」ではない）

 と、自治体が考え、関係者間で調整してできるようにする(自家
用有償運送運営協議会)用有償運送運営協議会)

 国は登録と安全確保に責任を持つ（この部分が、今回の権限
移譲の対象）移譲 対象

→ 移譲されていいことがあるか？
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「有償運送は緑ナンバーを原則。それでは確保できない

サービスを白ナンバーで確保」の大原則は堅持サ ビスを白ナンバ で確保」の大原則は堅持

 協議会では「利便」確保策を協議する原則を徹底
 自治体または事業者または利用者・地域団体が「運送確保 自治体または事業者または利用者・地域団体が「運送確保
計画（必要性／対象者／対価／想定事業者・団体＜決まっ
ていれば＞）」を協議会に提出し必要性・妥当性を協議会

 認められればバス・タク事業でそれができるか検討し、できな
ければ原則認める。その観点から運送対象者を緩和(「ホ」を
くる 過疎地有償 会員 外も可能 福祉運送 範囲つくる。過疎地有償は会員以外も可能に、福祉運送は範囲
を広げる)

担い手は市町村 NPO等のほか 地域の任意団体にも認め 担い手は市町村・NPO等のほか、地域の任意団体にも認め
ていく（自家用有償に認定される方がトクな仕組みに）

 「安心」「安全」は協議会が責任を負わない（地域公共交通 「安心」「安全」は協議会が責任を負わない（地域公共交通
会議と同じ）
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地域住民組織が主体的に企画するコミュニティバス地域住民組織が主体的に企画するコミュニティバス

岐阜市芥見東・南地区「みどりっこバス」岐阜市芥見東・南地区「みどりっこバス」

地域住民 「運行協議

（（20082008年年66月月11日運行開始、日本タクシーが運行）日運行開始、日本タクシーが運行）

•地域住民：「運行協議
会」をつくり、路線・ダイ
ヤ・運賃などを自ら決ヤ 運賃などを自ら決
定。利用促進活動も実
施

•市：存続基準・補助上
限を設定の上で運行支限を設定の上で運行支
援・事業者選定

イメキ ラを作成 バ とどまらず地域 キ ラクタ 成長•イメキャラを作成。バスにとどまらず地域のキャラクターに成長
•ダンスの会、歌声喫茶など自主イベントを企画
•車内ボランティア（40名）による乗降支援や案内など•車内ボランティア（40名）による乗降支援や案内など
→ バスを守り育てることで、地域を守り育てる
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「みんなの想い」で地域「みんなの想い」で地域公共交通公共交通を地域を地域の手の手にに
取り戻し 役取り戻し 役に立つものに立つものに現場で変えていこうに現場で変えていこう取り戻し、役取り戻し、役に立つものに立つものに現場で変えていこうに現場で変えていこう
住民の想い：必要なおでかけが確保された生活環境
自治体の想い：豊かで魅力的な地域自治体の想い：豊かで魅力的な地域

事業者の想い：存在意義があり、収益も出る事業運営
運転手の想い：やりがいがあり苦しくない仕事場運転手の想い：やりがいがあり苦しくない仕事場
全部合わせると、
「だれもが安心「だれもが安心でいきいきわくわくでいきいきわくわくできる持続可能なできる持続可能な「だれもが安心「だれもが安心でいきいきわくわくでいきいきわくわくできる持続可能なできる持続可能な
地域」地域」 を支える公共を支える公共交通交通を自ら守り育てる体制を自ら守り育てる体制

そのために大事なのが「現場起点」「現場起点」そのために大事なのが「現場起点」「現場起点」
意見を言い、議論し、取組に参加し、評価することで、
改善を進めていける「場」をつくり広げること「場」をつくり広げること改善を進めていける「場」をつくり広げること「場」をつくり広げること

だれの指図を受けるのでもなく、人任せにせず、できる
範囲で しかしかしこく「行動」すること「行動」すること範囲で、しかしかしこく「行動」すること「行動」すること
それはそれはまずまず「現場のあなたが動く」ことから始まります！「現場のあなたが動く」ことから始まります！
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公共交通戦略立案やコミバス・DRT導入、路線バス改公共交通戦略立案やコミバス DRT導入、路線バス改
編などに各地の現場でボランティア参加しています。

意識を共有できる方々とならどこへでも出かけて協力し意識を共有できる方々とならどこへでも出かけて協力し
ます！ ぜひ一緒に仕事しましょう！

東海３県の路線バス情報のページ東海３県の路線バス情報のページ
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では分からない情報を重点に提供
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Ｆｇムハ父 通’える

地方分権時代の地域公共交通政策

一地域づくりにつながる計画・戦略を

加藤博和
（かとうひろかず）

名古屋大学大学院環境学研究科准教授

地域に不可欠であるにもかかわらず、公共交通の衰退は加速している。

今や「収益事業」から「公益事業」となった公共交通が問われるのは、

地域の生活の質やその魅力を考慮した地域づくりの役割だ。

地域公共交通の地域によるマネジメントを論じる。

:’ムハｉｉか寺呈した:''ロⅡ

｢公共」交通と言えなかった公共交通

なぜ自治体は、地域公共交通の維持発展に

取り組まなければならないのであろうか？

そして、どのように取り組めばよいのであろ

うか？

以前から自治体は、公営交通事業の運営、

不採算バス路線への欠損補助や運行委託、旧

国鉄ローカル線であった第三セクター鉄道へ

の経営参画などを行ってきたものの、いずれ

も部分的な取組みであり、地域公共交通政策

という段階には至っていなかった。

例えば、市営バスを運営している場合、並

存する民営バスや鉄軌道との連携や役割分担

が行われていなかったり、路線網計画がなく

場当たり的に路線がつくられ、挙句の果てに

不採算になると無原則に欠損補助や廃止が行

われたりする、といった具合である。その市

のまちづくりの中で市営バス事業がどのよう

５２■都市問題／第１００巻・第１０号２００９年１０月号

な役割を果たすべきかについて、抽象的な理

念はあったとしても、具体的な戦略や施策実

施には至っていないことが一般的であった。

日本では近年、自治体、特に市町村が公共

交通に積極的に関わることが多くなりつつあ

る。本来、これは当然のことである。なぜな

ら、地域公共交通はその利用者はもちろんの

こと、直接は利用していなくとも、当該地域

に対して様々な効果影響をもたらすからであ

る。これこそ「地域公共」交通と呼ばれるゆ

えんでもある。そのため、公共交通の維持発

展には、利用者のみならず地域に負担を求め

ることが自然である。しかしながら、長い間、

地域公共交通の運営・維持は、国の監督の下

に公共交通事業者が行うという形をとり、地

域が関与する機会は極めて限定されてきた。

これは、公共交通が収益事業として運営でき

たことによるものである。

公共交通の運賃は、公共料金の一種として、

経費と適正利潤をまかなえる額に定める総括

原価方式に基づいて決められ、国の認可制と



なっていた。そのため、運賃収入だけで大き

な利益を上げることはできなかったが、公共

交通を担うという社会的信用と地の利を生か

し、関連事業と合わせて収益事業として営む

ことができた。このような国と交通事業者に

よる公共交通運営スキームの下で、自治体や

地域が積極的に関与する術は極めて限られて

いたし、また関与する必要もなかったのであ

る。その意味で、日本の公共交通はpublic

transportというよりmasstransit（乗合大

量輸送）と呼ぶほうが適切な状況であったと

言える。

自治体が公共交通に関わらなければならな

いのは、需給調整規制（参入退出規制）の下

で、公共交通事業者自身が採算路線の黒字で

不採算路線の赤字を補填する「内部補助」の

網からこぼれ落ちる部分をフォローする場合

であり、前述の例はまさにそれにあたる。自

治体はこのような関与を「本来ならやる必要

がない」「尻拭い」的に受け止めてきた。

モータリゼーション等に伴う公共交通の利

用者減少に伴い、総括原価方式による運賃設

定は必然的に値上げを強いた。しかし、値上

げがさらなる利用者減少を招いたことを目の

当たりにした公共交通事業者は、1990年代

以降、値上げできない状況に陥った。そのま

まいけば関連事業の利益をつぎこんでも足り

なくなり、経営が行き詰まる事業者が出てく

るのは明白である。公共交通事業者の多くは、

需給調整規制の下で地域独占的であるので、

経営破たんすれば地域全体の公共交通が止ま

ってしまう恐れがある。しかし、無条件に公

的補助を注ぎ込むことも問題なしとは言えな

い。独占である以上、公共交通事業者の運営

は費用効率的とはならず、利用者や地域に対

するサービス向上インセンティブも働かない

[特集②］地域公共交通を考える

(写真上）三重県松坂市「機殿・朝見地区コミュニテイバス」（2008

年７月１４日運行開始）定時定路線とデマンドを組み合わせた運行。

自治会が運行協議会を組織し、ルート・ダイヤ等の検討や運行協賛金

勧誘、利用促進活動を実施く松阪市役所提供〉

(写真下）愛知県春日井市勝川・昧美ちよい乗りバス「かつちぃ」

(2008年１２月２２日運行開始）市商店街連合会が商店街活性化を主

目的として企画。市地域公共交通会議の協議を経た４条バス路線であ

り、誰でも利用できる。市の補助は得ておらず、民間の協賛金・広告

料に頼るく路線図ドットコム提供〉

という側面があるからである。公共交通利用

者が減少した一因も、ここにある。

公共交通は地域の下に

以上が、２０００年代に入って、地方分権の

流れの中で鉄道事業法や道路運送法が改正さ

れ、公共交通事業の需給調整規制が撤廃され

た理由である')。つまり、収益‘性はないが地

域にとって必要な公共交通は、独占事業者が

運賃収入で維持するのではなく、地域が主体

的に運営・維持すべきであるという「本道」

地方分権時代の地域公共交通政策一地域づくりにつながる計画・戦略を(加藤)■５３



に立ち帰ったとも言える。その上で、事業者

間の競争を認め、価格低下やサービス向上を

促すこととした。バス事業に関しては、国の

関与は安全・安定'性確保に特化し、国庫補助

による路線維持策も限定する一方で、自治体

の生活交通確保策に対する特別地方交付税措

置の新設や、都道府県が主宰し市町村・路線

バス事業者が参画して路線網のあり方を協議

する「地域協議会」の新設など、自治体が地

域公共交通に関与しうるしくみがつくられた。

しかし、この改革によって地域公共交通の

衰退が止まることはなく、むしろ加速した感

さえある。多くの地域公共交通が赤字に陥っ

ているため、事業者が、公的支援が得られな

い鉄道・バス路線からの退出を表明する例が

目立つようになった。これに対し、多くの自

治体は地域公共交通政策のための十分な予算

や組織、そしてノウハウを投入する能力を持

たず、その意識も高まらないままであった。

今まで積極的に関与できない時代が長く続

いたことから、簡単にできるはずもなかった

のである。せっかくできた地域協議会も、事

業者が路線を廃止したい場合に申し出て、自

治体とともに廃止後の生活交通確保策を議論

するという、旧運輸省が示した役割をこなす

セレモニー的な場にとどまり、本来協議すべ

き、都道府県内での生活交通のあり方やその

確保方策についての検討が全くと言っていい

ほどなされていないのが現状である。

２職雪雲総蕪更への
"収益事業”からの転換

このような状況の中でも、地域公共交通再

生の芽は少しずつ育っていた。鉄道・バス事

ﾗ４■都市問題／第１００巻・第１０号２００９年１０月号

業者の中には、独自であるいは自治体と連携

し、厳しいながらも利便’性向上策を積み上げ

るところがあった。国鉄改革によって生まれ

たローカル第３セクター鉄道には、公的支援

を受けながらサービスレベル向上を行った結

果、利用者が大きく増加するところも現れた。

しかし、モータリゼーション進展と少子化

の大きな流れはとどまることはなく、頑張っ

ていた事業者の中にも踏みとどまれないとこ

ろが出てきている。

収益事業の枠組みでは、利用者を増やすた

めの投資が困難であり、公共交通を発展させ

るどころか、維持するのも厳しい。これを打

破するためには、収益事業という殻を破り、

公が支え、育てるしくみに移行することが必

要である。

1995年に東京都武蔵野市で登場した

｢ムーバス」は、「コミュニティバス」という

新しい公共交通の形を提案した2)。すなわち、

バスの企画・運営は市が担当し、運行を事業

者に委託するという役割分担を行ったのであ

る。従来のような、自治体が交通事業者に欠

損補助を出して路線を維持するのとは全く逆

の発想である。事業者への委託料支払いは、

自治体が自ら行う公共交通政策の必要経費と

とらえることができる。

これによって、採算』性に縛られて利用者や

地域のニーズに応えることができなかった路

線バスの基本コンテンツ（系統・ダイヤ・乗

降施設・車両）を提供できるようになり、多

くの利用者を獲得することができた。

自治体の委託料支払いを前提とすることで、

運賃設定が総括原価方式から解き放たれたこ

とが、ニーズに見合った設定が可能となった

理由である。

公共交通を健康保険制度に例えれば、利用



者が支払う運賃は「自己負担｣、自治体の支

出は、利用するかしないかに関係なく住民が

税金の中から支払っているので、「保険料」

と見ることができる。ふだん公共交通を利用

していない人が、それに頼る人を助け、いざ

となれば自分も利用できる、まさに「移動保

険」とも呼べるしくみである。

自治体が提示する公共交通サービスと、そ

の達成のために必要となる自己負担と地域負

担の額・割合を議論し、望ましいサービスと

負担の水準を決めていくのである。ムーバス

では、この議論を地域住民と市が粘り強く続

けることで、路線バス事業者がカバーしない

密集市街地を小型バスできめ細かく停まりな

がら小回り循環し、運賃もｌ乗車１００円とい

う、住民が望んでも採算性前提では成立しえ

ないコンテンツが実現した。そして、その成

立プロセスでの地域参画、運行開始後に生ま

れた車内での乗客の出会いこそが、コミュニ

ティバスと名付けられたゆえんであった。

当然ながらこの考え方は、鉄道など他の公

共交通モードにも当てはめることができる。

また、バスという形にとらわれず、デマンド

運行や乗合タクシーといった「適材適所」と

なる運行形態も各所で取り入れられるように

なった。

ただし、ムーバスで提起されたコミュニテ

イバスの理念が、その後全国に広まったコミ

ュニティバスと名の付くバスに十分伝承され

たとは言い難い。実際には先に予算（すなわ

ち車両数）が決まり、そこからトップダウン

的に基本コンテンツが決まるものが大半であ

る。これは、自治体にせよ地域住民にせよ、

なぜコミュニテイバスが必要なのか、それに

対してどの程度支払ってもよいと思うか、と

いう「相場観」が形成されていないからであ

[特集②］地域公共交通を考える

(写真上）愛知県岡崎市拠点快速バス「おかざきエクスプレス」（2008

年１１月１日運行開始）地域公共交通総合連携計画で進めるバスネッ

トワーク再編の一環として新設。市の環境意識啓発キャラクター「工

コマンダー」も集結く路線図ドットコム提供〉

(写真下）愛知県常滑市「とことこバス」（2006年２月１７日運行開始）

商工会議所や観光団体などが組織する任意団体が、市内の観光地を結

ぶために企画し民間事業者に運行を委託◎２００９年３月に活性化・再

生法定協議会に位置付けられ、策定した連携計画に基づき、７月より

中部国際空港に乗り入れく路線図ドットコム提供〉

る。いまだに「公共交通事業者がやってくれ

ないのでしかたなく」という、廃止代替バス

や施設巡回バスの発想から抜け切れていない

のである。

地域経営の一環として公共交通を考える

ここで、公共交通への自治体の関与には２

つの理由があることに注意したい。１つは、

人が生活していくのに必要な最低限の移動を

確保するというシビルミニマム的な役割であ

る。これは憲法の生存権に関わるものであり、

地方分権時代の地域公共交通政策一地域づくりにつながる計画・戦略を(加藤)■ララ



岐阜県恵那市明知鉄道極楽駅（2008年１２月２５日開業）近くにあ

るスーパーマーケットへの利便を図るべ<新設。沿線地域では２００９

年１０月にバスが再編され、明知鉄道との結節が大幅に強化される。

地域によって確保されるべき水準が異なると

は考えられないため、むしろ国が積極的に関

わるべきであるという考えもありうるだろう。

また、そもそも鉄道やバスの維持だけを議論

するべきではなく、様々な移動制約者に対応

した各種手段を組み合わせて供給するという

考えも成り立つだろう。モータリゼーション

が進んだ現在、移動制約者は少数派であるた

め、提供される移動サービスの水準も低いも

のになりがちである。これでは、自動車利用

者を公共交通に引き戻すことができないだけ

でなく、移動制約者にとっても使いづらいも

のとなっている。これが、日本の大半のコミ

ュニティバスが陥っている状況である。そも

そも、乗合輸送手段である路線バスを用いて

移動制約者に対応すること自体、無理がある。

一方、自治体が地域経営の一環として、移

動制約者対応にとどまらず、地域にいかなる

移動サービスを提供していくべきかを考え実

現していくという、より戦略的な立場もある。

具体的には、住民・来訪者の移動利便'性向上

による魅力創出、環境問題や中心市街地衰退

への対策としての自動車抑制などが、達成す

べき目標として考えられる。このような立場
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こそ、自治体が自ら主体的に地域公共交通に

関与するにふさわしい。従来行われてきた、

自治体自身による公共交通事業はそれにあた

る。しかし、独立採算制を前提とした地方公

営企業による運営・運行であったために、採

算性の呪縛から逃れることができず、利用者

減少によって民営に先駆けて不採算となり、

事業の整理を余儀なくされている。今や、コ

ミュニティバスが提示した企画・運営と運行

の分離が、地方公営企業に代わる自治体交通

政策実施の新たな形となっている。

さらに近年では、自治体のイニシアティブ

に飽き足らず、住民・企業・ＮＰＯ等が独自

に公共交通を企画・運営する事例が全国に出

てきている。自治体が企画・運営する場合、

域内の公平‘性確保、すなわち公共交通空白・

不便地域の解消や、運行コンテンツの統一と

いった方向に向かいやすい。

しかし、これでは、地域公共交通に対する

ニーズが高い地区では過少供給となり、逆に

ニーズが低い地区では空バスが走り回ること

になってしまう。そこで、ニーズが高い地区

では、独自に公共交通運営組織を立ち上げ、

資金や人を集めることで、その地区が必要と

しているコンテンツの実現が可能となる。こ

の取組みは、公的な支援がないと持続可能に

はなりづらい。したがって、自治体が地区で

の運営組織立ち上げを勧誘し支援を行うしく

みの導入も広まりつつある3)。

３
地域による公共交通マネジメントの場

:地域公共交通会議

ただし、これらの様々な動きは、必ずしも

地域公共交通網の整合の取れた維持発展につ

ながるわけではない。既存の鉄道・路線バス



が縮小する一方、その間隙を縫ってコミュニ

ティバス等が運行されるという状況下では、

これらをうまくマネジメントし、さらに住民

の利便’性向上や魅力ある地域づくりへとつな

げていくための「地域公共交通計画」の策

定・実施が、生活圏単位で必要である。その

ために、生活圏を構成する市町村が連携して

あたる必要があるが、現実は単一市町村であ

っても、公共交通網に関する網羅的・包括的

計画を策定している例は少ない。

また、これら一連の動きは、既存の公共交

通関係法規が想定していないことばかりであ

った。鉄道事業法や道路運送法では､相変わら

ず鉄道・バスを収益事業と見なしており、自治

体が公共交通政策を実施するという役割を具

体的に指向し支援する規定は不十分であった。

その上で需給調整規制を撤廃したために混

乱に陥ったのであるが、それに対応した自治

体や地域の創意工夫について、「通達行政」

によって当座しのぎをしたり、都道府県によ

って取り扱いが異なったり、といった例が出

てきた。その１つの典型が「貸切乗合」と呼

ばれるバス運行である。

旧道路運送法２１条では貸切許可車両によ

る乗合バスの運行を禁じていたが、「一般乗

合旅客自動車運送事業者によることが困難な

場合において、国士交通大臣の許可を受けた

とき」は可能であるとする例外条項があった。

これを利用して、自治体が貸切バスを借りて

乗合のコミュニティバス運行を行ったのであ

る。貸切許可は乗合許可より参入が容易であ

ったため、運行委託を得るための競争が激し

くなり、既存の乗合バス事業者がコミュニテ

ィバスを受託しづらくなった。また、許可手

続きが簡略的であり、コンテンツ設定の自由

度も高かった。これが、乗合バス事業者の自

[特集②］地域公共交通を考える

治体への反発や、既存バス路線とコミュニテ

ィバスとの湖嬬、そして低価格のみを売りに

する事業者が運行することによる安全’性や運

転手の労働環境の悪化といった問題を引き起

こし、地域公共交通網の安定'性や一体‘性を損

ねる原因となった。この種の問題は、自治体

や地域が自ら公共交通を確保する動きに合わ

せ、顕在化するようになった。

国土交通省は、道路運送法が自治体・地域

の動きに対応できていないことを認識し、

｢地域住民との協働による地域交通のあり方

に関する懇談会」を2005年９月に設置（著

者も参加）して検討を行った。

その結果を踏まえて2006年２月に改正道

路運送法が成立、１０月に施行された4)。改正

法では、第１条の目的に「道路運送の分野に

おける利用者の需要の多様化及び高度化に的

確に対応したサービスの円滑かつ確実な提供

を促進する」という表現を加え、各地域の実

情に応じた「適材適所」の輸送手段を提供す

るという視点が盛り込まれた。

改正法で、市町村がバス路線網をマネジメ

ントしていくための場として新たに設けられ

たのが「地域公共交通会議」の制度である。

自動車による有償乗合運送サービスを対象と

して、市町村がその確保策を関係者とともに

議論し実施することができる。必要と考える

市町村が設置すればよく、複数市町村、もし

くは都道府県単位での設定も可能である。

地域公共交通会議における協議項目として、

a）地域の住民・移動者のニーズに対応した

交通のあり方、およびｂ）地域の実情に即し

た輸送サービスの範囲及び形態（輸送目的及

びその必要』性、輸送サービスの具体的な範囲

及び形態､水準､提供主体､使用車両､運賃、運

行管理体制・整備管理体制等）を挙げている。

地方分権時代の地域公共交通政策一地域づくりにつながる計画・戦略を(加藤)■５７



協議によって、地域に必要な路線・運行で

あると議決された場合には、タクシー車両

(定員１０人以下）による乗合運行や、定時定

路線（道路運送法では路線定期運行と呼ぶ）

でないデマンド運行（路線不定期運行・区域

運行）も可能となること、あるいは運賃設定

が上限認可制から届出制に緩和される（協議

運賃と呼ぶ）こと、運行事業者についても参

入要件が緩和されることが利点である。また、

協議結果については、その許可期間が短縮さ

れたり、手続きが簡略化される。すなわち、

一種の「特区」制度である。

従来、公共交通網計画やコミュニティバス

運行検討等に関する委員会を任意で設置して

いる市町村は多数あったが、それらは単に協

議するだけの組織であり、結果が円滑に実施

される保証はなかった。これを地域公共交通

会議の枠組に移行することで実現しやすくな

る。既存４条事業者としても、その利用状況

に合わせて各路線の運行を変更し、場合によ

ってはデマンドやタクシー車両運行に置き換

えるといった活用が考えられる。極端な場合、

全路線を協議路線とすることさえ考えられる

が、これは地域公共交通会議が従来の４条バ

スとコミュニティバスとの境界をなくす役割、

極端に言えば「総コミュニティバス化」する

機能を持っていることを意味する。

地域公共交通会議には、住民代表や利用者

代表、及び運転者団体の代表も参画し、当該

地域で必要な公共交通を、関係者の協働によ

り「考え」「創り」「守り」「育て」「生かす」

組織として機能させることが意図されている。

その特徴を活かすべく、闇達な議論ができる

ような会議運営はもとより、現場の意見を反

映するための様々なしくみの導入が望まれる。

協議内容は原則公開とされているが、特に関
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係住民・利用者によく周知されるように、停

留所や車内に掲示するなどの工夫がなされる

べきである。

地域公共交通会議は全国の多くの市町村で

組織されたが、その大半はコミュニティバ

ス・自治体運営バスの改正・再編を協議する

ために開かれている。しかしながら、路線バ

ス見直しへの活用はもとより、スクールバス

混乗等無償運行のバスの再編、企業等送迎バ

スとの連携、鉄道との乗継改善など、地域公

共交通会議の場で、その法的位置づけを越え

た課題を検討している事例も、少なからず見

られるようになってきている。

ﾕ懸瀬聯fよ
地域が主体的に公共交通に取組むための制度

地域公共交通会議制度は道路運送法に基づ

くものであるため、①バス以外の交通モード

には法的には権限が及ばない、②地域公共交

通に関する計画．戦略の策定は任意であり、

場当たり的な検討に陥る危険がある、③関係

者は会議参画を強制されない、④財源措置と

の関連づけがない、という問題点がある。

改正道路運送法成立前後から、その考え方

を道路運送事業以外にも広げ、地域公共交通

全体の維持発展を図る新たな法律の検討が進

められた5)。それが結実したのが、2007年

１０月に施行された「地域公共交通の活性化

及び再生に関する法律」（以下、「活性化・再

生法」と呼ぶ）である。

活性化・再生法の第１条では「地域におけ

る主体的な取組及び創意工夫を総合的、一体

的かつ効率的に推進し、もって個‘性豊かで活

力に満ちた地域社会の実現に寄与すること」



を目的として挙げている。その上で、地域公

共交通サービス提供に関する創意工夫の自由

度を高め、技術革新が進むことを担保するた

めに、従来は法体系や所管部署がバラバラで

あった各モードを包括する法律とした。縦割

りが常識の行政にとっては画期的な枠組みと

言えよう。さらに、ＤＭＶ（DualModeVehicle)、

IＭＴＳ（IntelligentMulti-modeTransit

System)、水陸両用車といった、従来のモー

ドに属さない中間モード（新地域旅客運送事

業）に対して事業許可の合理化を図ることで、

それらの導入にも活用できる。

また、活性化・再生法では「地域公共交通

総合連携計画」（以下、「連携計画」と呼ぶ）

という名の法定計画を新たに設けた。これは、

市町村（単一でも複数でも可）が、公共交通

関係の各主体で構成する協議会（以下、「法

定協議会」と呼ぶ）での協議を経て作成する

もので、地域公共交通の活性化・再生を総合

的かつ一体的に推進するための計画と定義さ

れている。

ここで「連携」とは、関係主体間の連携を

念頭に置いたものであるが、モード・路線間、

そして生活圏内の各地域間の連携も視野に入

っている。連携計画は、対象市町村の全域・

全モードを対象としてもよいし、一部地域・

モードに限定した計画、例えば市内の特定の

コミュニティバス路線見直し計画としてもよ

い。連携計画策定にあたっては、利用者の意

見の反映が必要とされており、パブリックコ

メントの実施や、協議会への市民・利用者代

表の参画などの配慮が求められる。さらに、

連携計画の作成について公共交通事業者や利

用者から提案できることとなっている。

連携計画で定められた事業のうち、特に重

点的に取り組むことが期待される事業は「地

[特集②］地域公共交通を考える

域公共交通特定事業」に指定され、国による

支援措置が講じられる。

連携計画を作成・実施する法定協議会は、

地域公共交通会議の考え方や構成をほぼ受け

継ぎながら、前述の問題点を埋めるものとな

っている。すなわち、①バス以外のモードに

対象を広げることができる（広げなければな

らないわけではない)、②連携計画の策定・

実施が目的となっている、③関係機関に参加

応諾義務がある、④後述のように、連携計画

の策定や実施における国の補助制度も新設さ

れている、といった点である。

地域公共交通会議と法定協議会は、両方を

兼ねた組織とすることも可能であり、その方

が好都合な場合も多い。ただし、両者の根本

的な違いは、前者は協議組織であるのに対し、

後者は連携計画に基づく事業を実施する主体

と位置付けられている点である。連携計画に

基づきコミュニティバスを運行する場合、市

町村運営でなく、協議会運営とするのが原則

である。協議会は当然、独自の予算を持ち、

国からの補助を受けることができる。市町村

も、負担金を協議会に支出する形をとる。こ

のようなしくみになったのは、補助制度新設

にあたり、地方分権の精神にのっとって、国

から市町村への新たな補助制度はつくらない

という大原則に従ったためであり、代わりに

官民合同組織である法定協議会が、補助の受

け皿と位置付けられたのである。

メリットとして、後述する国からの補助を

受ける際、自治体の協調補助（裏負担）を義

務付けず、参画する交通事業者やＮＰＯ等に

よる負担と合わせた形での事業実施を可能と

したことが挙げられる。このしくみによって、

様々な事業スキームへの応用が期待できる。

なお、コミュニティバス運行事業の場合、も
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ともと大半が市町村の補助金によって運営さ

れており、わざわざ協議会予算を立てるメリ

ットはない。そこで、協議会が国から受けた

補助金を市町村にそのまま支出することや、

協議会が市町村と協調してバス事業者に補助

することも可能としている。

｢連携」のための支援制度

連携計画の策定・実施を支援する制度とし

て、2008年度に新設されたのが「地域公共

交通活性化・再生総合事業」である。２００８

年度は３０億円、2009年度は４４億円の枠が

用意され、さらに補正予算で25億円が追加

された。

昨今の財政状況で、新規事業としてこれだ

けの額が充当されるのは異例である。２００８

年３月に第１期募集が行われた際、応募要件

となっている法定協議会の設立が全国で殺到

したように、連携計画策定を促す大きな誘因

となった。

この事業は、「地域公共交通総合連携計画

策定調査実施計画（調査実施計画)」と「地

域公共交通活性化・再生総合事業計画（総合

事業計画)」の２つからなる。興味深いのは

前者で、地域公共交通政策に関する市町村の

ノウハウが乏しい現状を踏まえ、その底上げ

を図ることを目的としている。また、後者は

原則として３カ年の事業であり、計画実施の

ための初期投資を支援することを目的とする。

そのため、運行への補助も実証実験という位

置づけで行われ、４年目以降は補助が得られ

なくなることに注意が必要である。あくまで

も、地域で自立できる持続可能な公共交通網

を構築してもらうための支援策なのである。

そしてこの事業は、地域公共交通を国の負

担で守るということではなく、地域のボトム
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アップ的な取組みを国が支援する「アイデア

料」的なものととらえるのが適当である。

事業への申請数は非常に多いが、活性化・

再生法のメリットである「連携」を生かした

計画は必ずしも多くない。大半がバス関連と

なっているのは当然としても、コミュニティ

バスやデマンド交通の導入・再編が目立ち、

路線バスと自治体運営バスとの一体的な再編

や、鉄道との結節向上にまで発展した例は少

ない。また、ローカル鉄道や離島航路の活性

化への活用も多いものの、他モードとの連携

にまではあまり至っていない。

しかしながら、中にはバス網と航路を包括

したコミュニティ交通システムの構築や、路

線バス網の幹線・支線への分化と連携、複数

自治体での自治体運営バス相互乗り入れによ

る路線網一体化といった、固定観念にとらわ

れない意欲的な試みも出てきている。新しい

動きについては、例えば国土交通省の「地域

公共交通活性化」のホームページ（http://

www,mlit､go・jp/sogoseisaku/transport／

index､html）を参照されるとよいだろう。た

だし、あくまでも地域にふさわしい公共交通

のあり方は地域ごとに異なるものであり、他

地域の表面的な模倣は慎むべきである。

5篭織綴鵬うる
今や、地域公共交通は収益事業から公益事

業となった。自治体・地域はモラルハザード

から脱却し、地域公共交通運営の主役となる

ことが求められている。運賃だけでなく、公

的補助や地域の協賛金なども充当し、市町村

主導の下、地域の様々な主体が参画し、議論

して運営することで、地域のニーズに合った



サービスレベルを確保していく時代となった

のである。それを支援するしくみとして、改

正道路運送法や活性化・再生法をはじめとす

る新しい制度体系も整備された。

当然ながら、制度ができても、それをうま

く活用できなければ宝の持ち腐れでしかない。

現状では、地域公共交通に対する意識の変革

が、自治体・住民・事業者それぞれにおいて

十分でない面がある。

都道府県の公共交通に対する補助・支援制

度は少しずつ見直されているが、新しい制度

にはまだまだ対応できていない。特に地域協

議会の役割や、生活交通路線に対する国・都

道府県の補助制度の意義の再検討が急務であ

る。また、市町村レベルでは、公共交通政策

に取り組む体制が整っていない、あるいはそ

もそも公共交通政策の必要』性に対する問題意

識さえないところが多数あることも忘れては

ならない。連携計画を策定した市町村におい

ても、その質や実施体制にはまだ課題が残る。

公共交通に関する計画・戦略づくりは、人

口減少期に入った日本の都市・地域が、人に

も地球にも優しく、そして魅力的なものとな

るために必須である。このことは、公共交通

網の維持・発展はそれ自体が目的ではなく、

より上位にある都市・地域の目標を達成する

ための部門計画としてあるべきことも意味す

る。それとともに、都市・地域がそれぞれの

状況に応じて個性を発揮し、適材適所の公共

交通網を自由に発想し、自分たちで実現して

いくことも求められる。連携計画においては、

評価項目を明確化することが必要とされてい

るが、空白地域解消や利用者増加、収支率改

善といった公共交通自体の評価にとどまらず、

その存在が地域のクオリティオブライフをど

う保証し、魅力をどう高めるかといった、都

[特集⑫］地域公共交通を考える

市・地域づくりに関わる評価も視野に入れる

べきである。その試みとして、地域に残され

ている高校の存続を目標に、その通学を確保

する路線を新設する例や、高齢者の通院・買

物を保障することを目標にデマンド交通を充

実させた例などが出てきている。

自治体・地域による公共交通政策の取組み

は、「地方分権」の流れの中で生まれてきた。

様々なツールや資源を活用し、いかなる地域

公共交通ソリューションを実現し、地域の

ニーズに応えていくか、市町村の質と意欲が

試される。同時に、意欲の高い市町村・地域

を支援する立場にある都道府県・運輸局（支

局）の質と意欲、そして事業者のノウハウと

信頼も試される。地域の取組みいかんによっ

て、地域を大きく変えるインパクトとなるこ

ともあれば、税金のムダ使いと言われる可能

'性もある。

地域公共交通の活性化・再生とそれを活用

した地域づくりは、人口減少・経済成熟・地

球環境時代における、地域間競争の最前線な

のである。
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日本の地域公共交通が，需給調整規制廃止後約10年間で大きく変化した経過を整理し，政策の考え方の
潮流を示すとともに，具体的な制度改善とその成果について述べる．特に道路運送法の地域公共交通会議

制度や，地域公共交通活性化・再生法の法定協議会・連携計画の制度が，地域自らが公共交通政策を立

案・実施していくしくみとして広く市町村に普及したが，必ずしも制度を十分活用できているわけではな

く，国の制度変更に追随する動きを脱していない面があったことを示す．その上で，2011年度に始まった
地域公共交通確保維持改善事業の開始当初時点での問題点および改善策を論じ，活用方法を解説する． 

 

     Key Words : deregulation, decentralization, local public transport plan, local public transport counsil 
 

 

1. はじめに 
 

日本の地域公共交通を巡る制度は，2002 年の乗合バ

ス・タクシーの需給調整規制廃止以降，大きく変化して

きた．特に 2010 年度は，交通基本法制定に向けた検討

と，「生活交通サバイバル戦略」というキャッチフレー

ズがつけられた地域公共交通確保維持改善事業（以下

「サバイバル戦略」と表記）の次年度予算での採択とい

う 2つの大きな話題に注目が集まった．しかし，東日本

大震災の影響もあり，2011 年度に入ってこれらの話題

がやや色あせた感がある．交通基本法案は震災直前の 3

月 8日に閣議決定され国会に提出されたものの，その内

容は当初議論されていたものとはかなり異なったものと

なり，また 8月初めの段階で審議入りさえできない状態

にある．一方，鳴り物入りであった地域公共交通確保維

持改善事業にも様々な問題点が露呈している． 

本稿では，需給調整規制廃止以降の地域公共交通関連

制度の変遷を概観し，交通基本法案およびサバイバル戦

略へとつながった経緯について整理する．その上で，こ

の両者との関連を中心に，現在の制度体系の問題点を述

べ，今後の制度活用策を示すことを目的とする． 

 

2. 需給調整規制廃止から地域公共交通活性化・
再生法まで 

 

(1) 需給調整規制廃止と補助制度変更 
道路運送法改正による乗合バス・タクシーの需給調整

規制廃止に先立ち，2000 年には鉄道事業法改正に伴う

需給調整規制廃止も行われ，地域公共交通事業の参入退

出の自由度が大幅に高まった． 

同時に路線バスに対する国庫補助制度（地方バス路線

維持費補助金）も大きく変更された．市町村内系統は補

助対象外となる一方，市町村間系統については一定の基

準を満たしたものについて，都道府県が主催する「地域

協議会」において協議の上「生活交通路線維持確保 3カ

年計画」に位置付けられた系統に都道府県が欠損の半額

を補助し，さらに国が同額を協調補助するしくみに変更

された．また，自治体の生活交通確保策を支援する国の

地方財政措置として，8割の特別地方交付税を交付する

しくみも新設された．つまり，基幹となるバス路線のう

ち運賃収入だけで維持が困難なものは都道府県が，それ

以外は市町村が主体的に路線維持を行い，それを国が支

援するという形をとることとした． 

以上の制度変更は明らかに，国による公共交通事業の

管理をやめることを意図したものであり，また暗に，自

治体が公共交通維持確保に主体的に取り組むことを意図

したものでもあった．しかしながら，そのような制度改

正の意図は自治体や地域住民に十分伝わっていなかった

ために，事業者が路線退出を申し出ても自治体や地域住

民が対応するすべを持たないという状況が各地で続出す

るなど，混乱をきたした．このことは，いくら自治体が

地方分権を主張すると言ってもいきなり権限移譲するの

ではうまくいかないという教訓を与えた．以後，市町村

はこの新しい制度体系の下でコミュニティバスに代表さ
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れる自治体主導型の公共交通を多く手がけるようになり，

公共交通への取り組みの必要性に対する自覚や体制づく

りも整いつつあるが，国の制度を利用するというよりも

翻弄されるという状況は，後述するように現在もそれほ

ど変わっていない． 

 

(2) 地域公共交通会議・自家用有償運送制度の実施 
(1)の段階では都道府県には地域協議会という形で権

限が明確に移譲されたものの，市町村には特別地方交付

税という目に見えにくいものが与えられたに過ぎず，む

しろ自由度が増大した事業者をコントロールするツール

が何も与えられていない点に不満を感じていた．そのた

め，市町村は自らの思い通りにならない鉄道や乗合バス

よりも，自力で確保できるコミュニティバスに目を向け

るようになった． 

コミュニティバスは，それまで事業者が一体的に行っ

ていた企画・運営と運行を，前者は自治体が担当し，後

者を事業者に委託するモデルである．運賃収入のみによ

る採算確保を前提とせず，自治体が公共交通確保を目的

として運行補助する代わりに路線の基本コンテンツ（系

統・ダイヤ・乗降施設・車両）に対するイニシアティブ

を有する．そして，コミュニティバスの多くが，貸切バ

スを用いた乗合運送（当時の道路運送法の根拠条文に基

づき 21 条バスと呼ばれた）や，市町村が有する自家用

自動車による有償運送（同じく 80条バスと呼ばれた）

の形で運行されるようになった．すなわち，乗合許可を

得なくとも乗合運行ができる方法が一般化した． 

一方，NPO 等が白ナンバー車両を用いて行ういわゆ

るボランティア有償運送が 2004 年に国土交通省自動車

局長第 240 号通知「福祉有償運送及び過疎地有償運送に

係る道路運送法第 80条第 1項による許可の取扱いにつ

いて」によって認知され，タクシーとの関係を明確化す

ることが求められるようになった．これらを法的に整理

するために，改正道路運送法が 2006年 10月に施行され

た． 

この改正道路運送法では，第 1条の目的において，そ

れまでの「道路運送事業の運営を適正かつ合理的なもの

とし」という事業管理を意図した内容に加え，「道路運

送の分野における利用者の需要の多様化及び高度化に的

確に対応したサービスの円滑かつ確実な提供を促進」と

いう，利用者の利益保護・利便増進を意図する内容が加

えられた点が特筆される．逆に言えば，この時点まで国

のバス・タクシー行政における「利用者視点」の必要性

は明示されていなかったのである． 

その上で，コミュニティバスを乗合許可に一本化する

代わりに許可の弾力化・円滑化を図ったり，自家用自動

車による有償運送を認めるためのしくみとして，「地域

における必要性を検討する協議組織」で協議が調うこと

を規定した．すなわち，地域が必要と認めれば，国の基

準を緩和した運送方式を認めるという「特区」的な発想

を持ち込むことで，ダブルスタンダードを正当化したの

である．そのための法定の協議組織として市町村が立ち

上げ活用できるようになったのが，地域公共交通会議及

び有償運送運営協議会である． 

これらの協議組織に求められているのは，その運送が

必要であり，かつ，通常の許可を経たバス・タクシー事

業ではまかなえないことを確認した上で，事業者や利用

者等を含む関係者が導入について合意することである．

そのためには当然，運送の必要性について十分に検討さ

れ意識共有されることが必要である．改正道路運送法や

関連規則においては，運送の必要性に関する検討の重要

性が認識され，またそれを担保するために構成員として

利用者代表，住民代表，運転者団体（労働組合）代表が

参加することが求められているのである．その意味で地

域公共交通会議は自治体の公共交通政策の，有償運送運

営協議会は福祉輸送・移送政策の中心的な検討組織とな

るべき存在であり，また運輸行政の地方分権化を具体化

した組織であるとも位置付けられる． 

しかしながら，コミュニティバスは市町村がその政策

決定プロセスの中で検討を進めてきたものであり，また

自家用有償運送は NPO 等が現場で必要に迫られて運行

してきたものであるため，このような協議組織はそれを

「追認」し法律的な恩恵を得るためのセレモニー的な存

在であると考える市町村が少なからず見られる．そのよ

うな市町村は，制度の意図を理解して活用するのでなく，

わけもわからずつくれと言われた協議会をつくり，付加

価値を感じず会議を行っている．一方，特に地域公共交

通会議については，コミュニティバスはもとより，路線

バスやその他交通機関も含めた総合的な検討組織として

活用する市町村が多く存在していることも事実である． 

地域公共交通会議の詳細な活用方法については既報 1)

を参照されたい．なお，どのような有償バス路線も協議

対象となり，自治体主導型のコミュニティバスだけでな

く，事業者主導型の路線バスについても案件として協議

することが可能である．地域公共交通会議をコミュニテ

ィバス検討の場に留めるのでなく，路線バスを改善する

場としても活用すべきであることを付記しておく． 

 

(3) 地域公共交通活性化・再生法と連携計画 
 改正道路運送法はあくまでバス・タクシーを対象とす

る．鉄軌道や船といった他の交通機関については以前の

ままの制度であり，また機関別に法律や国の組織がある

ため，縦割りが問題であった．これらを一挙に解決する

ために 2007 年に施行されたのが「地域公共交通の活性

化及び再生に関する法律」（地域公共交通活性化・再生

法）2)である． 
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 この法律の目的は第 1条に書いてあるとおりで，少子

高齢化進展や地域公共交通維持困難に対応し，地域住民

の自立した日常生活・社会生活確保，活力ある都市活動

実現，地域間交流促進，交通に係る環境負荷低減のため

に，地域における主体的取組・創意工夫を推進して地域

公共交通活性化・再生を図るものである． 

 この法律で「主体的に」取り組む努力義務を課されて

いるのが市町村である．そのために用意されたツールが，

a) 地域公共交通総合連携計画（連携計画），b) 地域公共

交通特定事業，c)新地域旅客運送事業である．2008年度

に新設され，2010 年度まで続いた「地域公共交通活性

化・再生総合事業」（総合事業）のインパクトが強かっ

たため，この法律は a)連携計画を策定してその実施に補

助金がもらえるという趣旨であると勘違いしている人が

非常に多いが，それは全くの誤りで，連携計画を多くの

市町村に策定し実施してもらうためのインセンティブと

して時限的に設けられたのが総合事業なのである．むし

ろ，国がインセンティブを用意したのは，LRT・BRT・

航路・乗継施設・ 鉄道を高度化・再生するための b) 地

域公共交通特定事業と，DMV や水陸両用車といった新

しいモードの導入を円滑化するための c)新地域旅客運送

事業である．しかしこれらについては活用できる自治体

が限られており，現在に至っても活用例は多くないまま

である． 

 一方，多くの市町村が活用しているのが，a)連携計画

の策定と実施，そのためのいわゆる「法定協議会」の設

置である（蛇足であるが，前述の地域公共交通会議及び

有償運送運営協議会も，道路運送法で規定された存在で

あり，立派に「法定協議会」である）．活性化・再生法

定協議会の機能はまさに a)連携計画の策定および実施で

ある（連携計画の中に b)・c)の事業も定められる）． 

 連携計画の特徴は，その自由度の大きさである．総合

事業の補助対象要件は従来の補助制度からは考えられな

いほど緩く，特に普及啓発策への活用が積極的に行われ

た．また，市町村の裏負担を義務づけていないため，協

議会参画団体による幅広い負担による事業実施も可能で

あり，新しい発想で実施事業を検討することができたと

言える．残念ながら，従来から自治体が取り組んできた

コミュニティバスの見直し計画や第 3セクター鉄道の支

援計画をそのまま連携計画としたようなものも少なくな

いが，域内のあらゆる交通手段を対象として一体的なレ

ベルアップを図る計画の策定・実施例もある．また，コ

ミュニティバス一辺倒がうまくいかなかったことの反省

に立って，デマンド交通導入や路線バスとの連携を重視

した計画に切り替えるために総合事業を活用した市町村

も多い．ちなみに，活性化・再生法では，連携計画を市

民から発議できるしくみも規定しているが，これは知ら

れていないのか，ほとんど活用されていない． 

いずれにせよ画期的なのは，今まで非常に限られた自

治体しか策定していなかった公共交通計画を多くの自治

体がつくるようになったことである．連携計画は，自前

で策定したり，既に策定していた別の計画を仕立て直し

た例もあるが，総合事業では連携計画策定のための調査

に対する補助（調査事業）もメニューとして挙がってい

たため，それを活用した市町村が多数あり，実施時の補

助（計画事業）と相まって，連携計画策定を後押しした． 

地域公共交通会議では計画策定は任意とされていたた

め，場当たり的に会議を開いて議論もそこそこに一発議

決する場面がしばしば見られる．しかし活性化・再生法

定協議会は連携計画の策定・実施のための会なので，計

画を中心に協議が進んでいく．さらに総合事業では国の

補助金が協議会に直接交付されたため，計画実施のため

の会計を協議会が行うことになり，あくまでも協議機関

である地域公共交通会議とは異なる，実施期間としての

活性化・再生法定協議会の役割が明確となった．加えて，

補助金が有効活用されたかどうかをチェックする自己評

価や第三者評価のしくみも導入され，当初は準備不足の

ため問題があったが，年々，各協議会の PDCA の一環

として機能するようになった点も指摘しておく． 

 なお，地域公共交通会議と活性化・再生法定協議会と

の関係は補完的であるため，別々に開催しても同一組織

としてもかまわないが，著者は同一組織にすることを推

奨している．理由として，a)大半の構成員が共通する点

（もっと積極的に言えば，連携計画を知らずに地域公共

交通会議に出てもらっても困るし，逆に運行協議を知ら

ない人が連携計画を策定しても実態とかい離したものに

なる懸念がある），b)市町村の事務を減らす必要がある

点，c)公共交通に関する協議組織が集約されワンストッ

プとなる点，が挙げられる． 

なお，地域公共交通会議と同様，活性化・再生法定協

議会も，総合事業補助を得るためのセレモニー的組織と

いう形で運営をおこなっている自治体が少なからずある．

これでは制度を使いこなしたことにはならない．これら

協議会を活用して地域公共交通をよりよいものとしてい

くために重要な点として，1)利用者・地域・運転者とい

った公共交通の現場にいる委員が積極的に発言できる雰

囲気をつくるとともに，公開原則を徹底して傍聴を増や

し，開催状況を車内や主要駅等に掲示する，利用者が主

役となれる部会を適宜設けるなど，現場から遊離しない

協議会運営を心がける，2)事業者が地域の状況に応じた

公共交通サービス提供はもとより，そのための提案もで

きるようにレベルアップしてもらう場として活用する，

3)自治体の上位計画や運営方針との連携を図る，4)主な

行先となる大規模小売店舗や総合病院，学校などに入っ

てもらうなど，規定の委員構成にこだわらない，5)特に

活性化再生法定協議会は連携計画の協議・実施機関であ
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ることから，審議会とは異なり，取締役会のような位置

付けであることを委員各位に自覚してもらう（つまり自

分たちは取締役であると思ってもらう），などの工夫が

必要である． 

 

3. 交通基本法案とサバイバル戦略 
 

 地域公共交通活性化・再生総合事業は多くの自治体に

活用されたものの，既に地域公共交通について地方分権

を進めてきたにもかかわらず，このような事業を行うこ

とが国の役割として適当なのかという疑問も存在してい

た．国も，総合事業は 2008年間から 3年間の実施（新

規受付）を想定し，連携計画実施への補助である計画事

業についても 3年間のみとしていた．これは，需給調整

規制廃止だけでは自治体の意識向上が進まなかったこと

から，この事業によって一気にレベルアップを図り，そ

の後は自治体で自主的に連携計画実施を進めていっても

らいたいという意図があった． 

 ところが，2009年 9月の総選挙で民主党が圧勝し政権

交代が実現すると，少し方向性が変化した．1つは，民

主党および当時連立与党の一員であった社民党が「交通

基本法制定」をマニフェストに掲げていたことである．

両党は 2003・2007年の 2回にわたり，議員立法として

法案を提出し，いずれも廃案となっている．この法案で

は「国民の移動の権利の保障」を最重要項目として掲げ

ており，それは当然，公共交通の充実へ直結することで

ある．ただし，そのためには多額の財源が必要となる．

政権獲得後，特に与党は，財源確保策について様々な検

討を水面下で行ったが，結局，現段階まで確保はできて

いない． 

一方，新政権の目玉政策であった 2009年 11月実施の

「事業仕分け」に一連の公共交通関連事業がかけられる

こととなった．その結果は，路線バス（地方バス路線維

持費補助金）・離島航路維持に関しては必要とされた

（路線バスの車両購入補助は廃止）が，総合事業などそ

れ以外の制度については廃止判定となってしまった．総

合事業は「自治体に任せるべき」という判定であった． 

総合事業は 2010 年度も存続したものの，予算額は漸

減となり，国土交通省内での政策レビューでも判定が悪

く，年度限りでの廃止が確定的となった．一方で交通基

本法が施行に至れば，「移動権保障」のための財源確保

が必須となる．そこで，2011 年度予算案で特別枠とし

て設定された「元気な日本復活特別枠」を決定するため

に 2010 年秋に実施された「政策コンテスト」に国土交

通省が応募したのが「サバイバル戦略」であった． 

政策コンテストへの応募条件は，既存制度を廃止した

上でそれに代わる新しい制度を提案し，もし採択された

ら廃止した制度の予算額の 3倍まで予算を獲得できる可

能性があるというもので，一か八かという賭けである．

そこで，地方バス路線維持費補助金や活性化・再生総合

事業など 8つの制度（総額 215億円）を廃止し，それら

を一本化したサバイバル戦略は「全国のどこでも誰でも

が移動手段の確保が可能となる社会の実現をめざす取り

組みを一括して支援」する制度と位置付け，453 億円を

要望した．これは，事業仕分けで，時限なしで地域に必

要な公共交通を確保する施策に対して比較的好評価を得

たことに加え，交通基本法成立後に移動権保障を支える

制度として位置付けることで，与党のマニフェストとも

整合する点を強調する内容でもあった．政策コンテスト

の参考として用いられたパブリックコメントでも多くの

支持を集めた結果，2010年 12月 24日に閣議決定された

予算案に 305億円が盛り込まれた．要求額には遠く及ば

ないが，前年度からは大幅増となっており，賭けに勝っ

たと言えるであろう． 

ところが，交通基本法については意外とも言える経過

をたどった．新政権発足時から様々な検討が行われてき

たが，その最終となる 2010年 12月 24日の交通基本法

案検討小委員会では「移動権保障を規定するのは時期尚

早」とされたのである．その結果，現在国会に提出され

ている法案にも「移動権」という言葉はない．すなわち，

交通基本法で規定されるであろう移動権保障をにらんだ

新しい補助制度の決定と，交通基本法から移動権という

言葉を削除する決定とが同日に行われるという皮肉な結

果となった．同時に，交通基本法案では，廃案となった

以前の法案に規定されていた，自治体の交通計画策定に

関する記述も削除されている（国の計画のみとなる）． 

このことによって，サバイバル戦略の位置付けが非常

に分かりづらくなり，その後の制度の検討や運用に暗い

影を投げかけた点は否めない．例えば，サバイバル戦略

では自治体が協議会を主宰して計画を策定し，それに対

して国が補助を出して支援するというように，活性化・

再生法と同じしくみをとる．ただし，この際の協議会や

計画は，交通基本法で規定されるものを想定していたと

思われる．ところが法案ではその部分が全く規定されて

いないのである．一方で，地域公共交通会議や活性化・

再生法定協議会は残存している．これらの協議会とサバ

イバル戦略の協議会はどう違うのか，また連携計画とサ

バイバル戦略における計画の違いは何か，今までの連携

計画や協議会はどうなるのか，といった点が，交通基本

法案におけるサバイバル戦略の位置づけがあいまいにな

ったために整理できなくなってしまったのである． 

 また，サバイバル戦略はそもそも 12月末の決定であ

り，その後ようやく詳細検討が本格開始したことに加え，

既存の 8つの補助制度を集約したため，多くの部局にま

たがる内容となり，その具体的な要綱等の策定に手間取

った．これが混乱を招く大きな要因となった．当初は 2
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月下旬に確定すると言われていたが，漸次延期となり，

さらに確定直前に東日本大震災に見舞われ，それどころ

でなくなってしまったのである．結果的には要綱の確定

公表は 3月 30日までずれこんだ．さらに詳細な運用の

部分については 4月以降も引き続き検討が行われており，

自治体としては対応が難しい状況となってしまった． 

 

4. サバイバル戦略の問題点 
 

以上のように，サバイバル戦略はその成立過程に起因

する混乱があったが，内容的にも幾つかの問題を抱えて

いる．それについてここで紹介しておく． 

 

(1) 生活交通ネットワーク計画および協議会の問題 
 サバイバル戦略（地域公共交通確保維持改善事業）は

大きく，地域公共交通確保維持事業，地域公共交通バリ

ア解消促進等事業，そして地域公共交通調査事業の 3つ

からなる．最後の調査事業は，総合事業における調査事

業と全く同様である．確保維持事業が運行(航)補助，バ

リア解消促進等事業が施設・車両改善への補助にあたる． 

サバイバル戦略における補助申請に必要となる計画は

「生活交通ネットワーク計画」と名付けられ，自治体が

協議会（活性化・再生法定協議会などが見なし措置でそ

のまま活用できる）で策定し，運行事業者が補助を申請

することとされている．名称はまさに，鉄軌道・バス・

タクシー・航路といった様々なモードを包含し，住民の

最低限の移動を保障するための計画というイメージであ

るが，実際には各モードについてバラバラに策定される

ため，連携計画のような，自治体域内を全体的に俯瞰し

て策定された総合計画とは異なり，各モードの補助要件

に整合した内容を提出する形になってしまっている．後

で詳しく述べるが，補助要件に適合する路線のみ記して

提出するなら「ネットワーク計画」とはとても言えない． 

一方，ネットワーク計画を策定する協議会については，

地域公共交通会議や活性化・再生法定協議会，タクシー

適正化活性化法に基づく協議会，都道府県の地域協議会

といった既存の組織が，見なし措置もしくは要綱・規約

を一部変更して対応する形になっているが，こちらもや

はりバラバラである．真の意味で「生活交通ネットワー

ク」を議論する場をつくり，計画もネットワークがどの

ようなものかつかめるような体裁で示されるのが当然で

ある．そのためには，既存の公共交通関係の協議会をい

かに再編していくかを考える必要があるが，各自治体が

実情に応じて対応すればよいとも言える． 

 

(2) 路線バス補助関係の問題 
路線バスに対する補助については，市町村間（平成の

大合併前）系統についての国庫補助（旧：地方バス路線

維持費補助金）を受け継いだ「地域間幹線系統」への補

助に加え，「地域内フィーダー系統」に対する新たな補

助制度ができた． 

このフィーダー系統は，市町村における協議会で認定

し，生活交通ネットワーク計画に位置付ければよい．そ

の定義については，当初案では国庫補助対象の地域間幹

線系統に結節する系統のみとしていた．この場合，例え

ば市外とを結ぶ路線が鉄道もしくは黒字の路線バスのみ

の場合，市内の路線バス・コミュニティバスは全く国庫

補助が得られないことになってしまい，非常に不合理で

ある．そのため，正式決定時には，過疎地域等，および

半径 1km以内にバス停・鉄・港等がない交通不便地域

として地方運輸局長等が指定する地域においては，国庫

補助対象系統以外でも市町村をまたぐ幹線的なバス路線，

および鉄道・航路と結節する系統も指定できることとな

った．ところが，補助は新規系統，新規に公的補助対象

とする系統，および総合事業で実証実験運行していた系

統にしか行われない規定となっている．これは，自治体

の補助が国の補助に付け替えられることを嫌った結果と

してできた規定であるが，例えば長年，自治体が努力し

て運行を継続してきた路線は全く該当しないこととなる．

そもそも，地域内フィーダー系統補助には各市町村が得

られる上限値（キャップ）が設定されており，たとえ既

存の自治体単独補助系統を申請したとしても無制限に国

が補助金を増やさなければならないわけではない（その

上，2011 年度はその上限値が低く，市町村からは不評

である）．新規か否かは全く本質的な話ではなく，自治

体が確保すべき路線の重要性を自ら決めて国に補助を申

請できるようなしくみとすべきである． 

 一方，地域間幹線系統への補助制度については，既報
3)で論じたような様々な問題点があったが，新制度では

距離の基準がなくなった点が改善しただけで，改善には

至っていない．むしろ，地域内フィーダー系統に設定さ

れている補助の上限値が地域間幹線系統にはないため，

市町村の中にはコミュニティバスを他市町村あるいは旧

市町村間をまたぐ路線に変更する動きもある．一方，地

域間幹線系統に指定するためには都道府県の協議会で認

定を受ける必要があるが，従来行われてきた都道府県の

協調補助は不要となっている．そのため，新規申請があ

っても都道府県の補助額が増えるわけではないが，市町

村からの新規系統申請が地域協議会に多数挙がってくる

ようになり，混乱を来たしている地域もある．都道府県

として，地域間幹線系統をどのように設定し，またその

うちどの系統について都道府県補助を行うかという，広

域バス路線網設定の方針の確立が都道府県にとって急務

となっている．特に，本当に必要な地域間幹線系統は利

便性が高まるよう手厚く支援し，地域間を結ぶ必要のな

い系統はフィーダー系統として補助を得られるように誘
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導していくしくみに変更すべきである． 

 いずれにせよ，今のままでは生活交通ネットワーク計

画の「名が体を表しておらず」，単なる補助対象路線リ

ストになってしまう．本来の生活交通ネットワークとは

何なのかという点からの見直しが必要である． 

細かい話のようであるが，申請書類が煩雑であるため，

せっかく乗合タクシー・デマンド交通・自家用有償運送

にフィーダー系統補助対象が拡大されたにもかかわらず，

それらの運行事業者（申請者）には手に負えないという

声をよく聞く．「面倒な手続きをして国からわざわざも

らう必要はない」と申請を拒否し自治体に補助を要求す

るバス事業者も存在する．手続きの改善も必要である． 

 

(3) 鉄道への支援が限定的 
サバイバル戦略は「国が最低限の移動を確保する」こ

とを基本概念としている．その観点から，鉄道はお金が

かかる「ぜいたく品」という位置付け（鉄道の存廃が問

題になるくらいの利用状況であればバスに転換した方が

安く済む）がなされ，鉄道への運行補助は（従来から引

き続き）行われていない．バリア解消促進等事業の対象

にはなるため施設・車両改善には資するが，せめて路線

バス並みの経費単価での運行費補助を与えてもよいので

はないかと考える．現行の制度は明らかに鉄軌道廃線を

促進するはたらきを持つ．ちなみに，鉄道に完全並行す

る地域間幹線バス系統は国庫補助対象となりうる． 
 

5. サバイバル戦略の活用の考え方 
 

 サバイバル戦略の萌芽となる，以前の交通基本法案が

掲げた移動権保障に対応した財源確保策の検討段階では，

地域公共交通への補助に一括交付金的な性格を持たせ，

自治体の裁量で使途を決めることができるようにするこ

とが議論されていた．しかし，実際の制度は，国の財政

が厳しいことを反映し，細かな補助要件が残ってしまい，

むしろ自治体が国の規定にしばられる形となっている．

完全な一括交付金化は難しくとも，総合事業がそうであ

ったように，自治体の創意工夫が発揮でき，それが評価

制度や協議の公開原則などでチェックを受けるシステム

も内包するような補助制度とすることが，税金の無駄遣

いをなくすために必要ではないだろうか． 

また，サバイバル戦略の開始に伴って総合事業が

2010 年度で廃止となったが，少なからぬ自治体が，活

性化・再生法自体が廃止になったと勘違いしたり，活性

化・再生法定協議会や連携計画が無意味になったと考え

て休廃止する動きをとっている．これは，相変わらず国

の制度変更を表面的にしか理解していない自治体が多い

ことを意味する．その一方で，国が今回の制度変更に，

総合事業での膨大な経験をどのように生かしたのかにつ

いて疑問も残る． 

廃止されたのは総合事業だけである．生活交通ネット

ワーク計画もそれを策定する協議会も補助要綱上の存在

であるが，活性化・再生法定協議会や地域公共交通会議，

そして連携計画は法定であり，格が全く違う．法的に担

保された様々な利点もある．また，連携計画は比較的自

由度が高く包括的である一方，生活交通ネットワーク計

画は前述の通り補助要件によって厳しく縛られ，その名

とは異なる断片的計画に過ぎない． 

したがって，法定協議会は連携計画を策定・実施・見

直しする組織としてそのまま維持していくべきである．

そして，連携計画のうち，サバイバル戦略の補助要件に

合うものを事務局と事業者が切り出して，生活交通ネッ

トワーク計画を策定すればよいのである．間違っても，

補助要件に合う路線を無理やりつくるようなことはして

はならない．自分たちにとって必要なことを実現するた

めの計画をつくり，その実行に当たって国の補助が使え

るなら活用するというスタンスであるべきである．また，

総合事業の 3年間実施を経た協議会については，その総

括を踏まえた連携計画の見直し，すなわち第 2次連携計

画の策定へと速やかに進むことが必要である． 

地域公共交通はあくまで現場・利用者起点で議論され

供給されるべきものである．制度に振り回されていては

地域の役に立つものにはならない． 
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日本においては，近年まで地域公共交通への自治体の関与の方向性が定まっておらず，交通事業者との

公的な協議の場を規定する制度も存在しなかった．2006年に施行された改正道路運送法や2007年に施行さ
れた地域公共交通活性化・再生法によって，自治体の関与のあり方が制度化され，さらに地域公共交通活

性化・再生総合事業によって多くの市町村が地域公共交通総合連携計画を策定した．しかし，同事業の終

了後，連携計画が失効する例が後を絶たない．本稿では，連携計画の継続状況，活性化・再生法定協議会

による計画実施や見直し状況について，全国を対象に調査し，地域公共交通計画がどの程度継続・定着し

たか明らかにする．その上で，定着が必ずしも進まなかった原因について，現行の地域公共交通確保維持

改善事業の問題点を踏まえて論じ，今後の方向性を示唆する． 

 

     Key Words : Local Public Transportation Planning, Program for Vitalization and Rehabilitation of 
Local Public Transportation Systems,Road Transportation Act 

 

1. はじめに 

 

日本の地域公共交通に関する制度体系は，2000年の鉄

道事業法改正や2002年の道路運送法改正によって，鉄

道・乗合バス事業に対する国の需給調整規制（参入・退

出に関する規制）が撤廃されて以降，大きな見直しが繰

り返されてきた．これは試行錯誤の結果であるが，政治

情勢や財政状況といった外的要因に左右されてきた側面

もあり，特に自治体や交通事業者からは「制度の頻繁な

見直しについていけない」という声もよく聞かれる． 

2011年以降は，それまでモードごとに分かれていた公

共交通関連の補助制度が「地域公共交通確保維持改善事

業（生活交通サバイバル戦略とも呼ばれる．以下，確保

維持改善事業）」に一元化されたが，新たな課題が明ら

かになっている1)．特に重要なのは，事業が構想された

時点で制定の見込まれていた交通基本法がいまだ成立の

見込みが立っておらず，交通基本法成立を見越した事業

としての当初の位置づけが宙に浮いている点と，直前の

2008～10年に実施されていた「地域公共活性化・再生総

合事業」（以下，総合事業）との関係が明確でない点で

ある．特に後者については，制度の考え方が大きく変化

したことにより，総合事業を推進していた市町村を中心

に大きな混乱が生じている． 

本稿は，自治体による地域公共交通政策推進の基本と

なる「地域公共交通計画」に着目し，確保維持改善事業

前後の自治体の取組状況の変化について概観するととも

に，今後いかなる修正が必要かについて論じるものであ

る． 

 

2. 自治体における地域公共交通政策の必要性の 
高まり 

 

日本において地方自治体による地域公共交通計画策定

の必要性は従来から主張されてきている2), 3), 4), 5)。しかし

法的に公共交通計画が位置づけられたのは，2007年に施

行された「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律

（以下，活性化・再生法）」の第5条に規定された「地

域公共交通総合連携計画（以下，連携計画）」が初めて

である． 

それまでは，自治体が公共交通に関する計画を策定す

る動きは散発的であり，また法的な位置付けのない任意

計画でもあり，国等による財源・支援措置の裏付けも直
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接的にはなかった．さらにその内容も，多くは1990年代

後半から急速に広まった，市町村が企画・運営するコミ

ュニティバスに関する計画や，自治体が出資する第三セ

クター鉄道に関する計画が主であり，既存の路線バスや

鉄道等も含めた包括的な公共交通計画が策定されること

は極めてまれであった．これは，自治体は補助金を支出

していない路線バスや鉄道に対して何らの権限も有して

おらず，そもそもその維持改善が自治体の仕事であると

いう認識も薄かったこと，有効な意見表明や施策実施が

できるほどのノウハウや財源を持っていなかったことに

よる． 

日本において，地域公共交通が自治体の施策の対象と

して一般に認識され位置づけられるきっかけとなったの

は，冒頭に述べた国の需給調整規制撤廃である．これは

公共交通に関する国から自治体への権限移譲と見ること

ができる．これ以降，鉄道や乗合バスの路線は自治体の

同意なしに廃止できるようになった．同時に，自治体の

生活交通確保策に特別交付税措置が設けられる一方で国

庫補助制度も限定的となった．この結果，自治体が公共

交通政策に自主的に取り組むことなしに，不採算路線の

維持はできなくなった． 

考えてみれば，鉄道・乗合バス事業に関する制度体系

が運賃収入による独立採算を原則とする一方で，自治体

が無条件で事業者の路線廃止を認めないというのは，需

給調整規制がありかつ路線網全体として黒字であるとき

にしか成立しない．特に大半の鉄道・乗合バス事業が赤

字基調となっている地方部では全く持続不可能である．

それは究極的に，事業者を重大事故発生や経営破綻にま

で追い込むことさえある．そして，2001年の京福電鉄福

井地区での事故後の運行停止や，2012年の井笠鉄道（バ

ス事業者）の破産のように，事業運営が行き詰まった場

合の公共交通確保スキームが不在であることも明らかと

なっている． 

一方で，自治体が公共交通の確保維持のため，事業者

に対し無条件に欠損補助を行うことも困難である．公共

交通利用者数は全国的に見て現在でも下げ止まっていな

い．サービス水準が現状維持であっても利用者が減れば

補助額は増える．サービス改善のために経費を増やせば

利用者は増えても補助額も増えてしまう場合が多い．財

政状況が厳しい中でこれはなかなか許されることではな

い．地域に必要な公共交通を確保・維持し改善していく

ためには，地域全体でその必要性・重要性が意識共有さ

れることで，補助金支出に賛同を得ることができ，さら

に利用促進の動きが広がって運賃収入も増えていくこと

が求められる． 

このことから，地域に必要な公共交通を確保するため

には，従来のように国や事業者任せではなく，自治体が

体制を整えた上で，地域の関係者が公共交通の必要性に

ついて合意し，具体的な確保・維持・改善策を協働して

行っていくしくみの整備が不可欠であり，その第一歩と

して公式な協議の場（すなわちステークホルダー会議）

づくりが必要である．「公設民営」「公設民託」といっ

た公共交通確保維持スキーム6)のもこの文脈の延長線上

に位置づけられる． 

国は，需給調整規制撤廃後も自治体の公共交通政策が

うまく機能しない状況を改善すべく，2006年の改正道路

運送法で「地域公共交通会議」の制度を新設した7)．そ

れまでのコミュニティバスの多くは，運賃設定や事業者

選定の自由度を高めるテクニックとして，道路運送法第

21条の例外規定を用いて，市町村が貸切バスを借り上げ

て乗合運行する形をとっていた．2006年の改正道路運送

法では，これを原則禁止する一方で，市町村が主宰して

公共交通に関係する地域のステークホルダーが集まった

「地域公共交通会議」を開き，そこで協議が調えば，道

路運送法第4条に基づく一般乗合バスが21条運行並みの

自由度をもって運行できるようにした．さらに，タクシ

ー車両（定員10名未満）による乗合運行やデマンド乗合

運行（道路運送法では路線不定期運行または区域運行と

呼ばれる）についても地域公共交通会議の協議を経るこ

とで運行できるようにした． 

この結果，全国の多くの市町村で地域公共交通会議が

設置された．しかし，それが国の狙い通りにステークホ

ルダー会議として機能したのは一部に過ぎない．その大

きな理由は，主宰者である市町村の公共交通政策に対す

る意識の低さや体制の貧弱さにあった．それまで大半の

自治体では公共交通担当者・部署は補助金支出事務のた

めにあるような状況であり，自治体が企画運営を行うコ

ミュニティバスを運行する場合でも専任担当者さえいな

い体制が珍しくなかった．そのため，地域公共交通会議

開催の必要性を運輸支局から指摘され，訳も分からず急

遽開催しとにかく同意を求めるという，いわば「手続

型」会議を開催する市町村が多かった．むろん，地域公

共交通会議を意見集約・合意形成に積極活用する「熟議

型」会議を開催する市町村も少なからず存在しているが，

全国的には多数派とはなっていないようである． 

 

3. 地域公共交通総合連携計画の普及 

 

地域公共交通会議制度については当初から様々な弱点

が指摘されていた．主なものとして，1)公共交通に関す

る計画の策定を（推奨するものの）任意としている点，

2)関係者の参加が強制できない点，3)バス事業にしか法

的な効力を発揮しない点，が挙げられる．特に1)は自治

体の場当たり的な対応を肯定するものであった． 

その意味で，改正道路運送法施行からちょうど1年後

に施行された活性化・再生法は，これら地域公共交通会
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議制度の問題点を踏まえ，連携計画の制度を規定したの

みならず，あらゆる点で画期的な内容を盛り込んだ．第

6条では，市町村が連携計画の作成に関する協議と実施

に係る連絡調整を行うための協議会（いわゆる「法定協

議会」）を，利用者を含む地域公共交通の関係者によっ

て組織できることを規定し，関係者への参加応諾義務や

結果尊重義務を課している．また，連携計画に伴って既

存関係法律の手続きが簡略化される特例が得られる．こ

れによって，従来はモードごとにバラバラであった公共

交通関係の法体系を横につなぐ役割を果たすこととなっ

た． 

活性化・再生法には連携計画に伴う優遇措置も盛り込

まれているものの，改正されたばかりの道路運送法との

関係に配慮し，バスに関してはBRTを除き規定が盛り込

まれなかった．そこで国は連携計画の普及を図るべく，

翌2008年度から3年間，前述の「総合事業」を実施した．

これによって連携計画策定のための調査や計画に基づく

実証実験に国による補助が幅広く行われることになった

ため，全国の多くの自治体が連携計画を策定した．国土

交通省によると，2013年3月末現在までで連携計画は全

国累計で510件策定された．連携計画は複数市町村にま

たがるものや，1自治体で複数の計画を持つところもあ

るため単純に計算できないが，全国市区町村の3割強が

連携計画を策定したことがあるということになる．その

意味で，総合事業は自治体に地域公共交通計画を普及さ

せる役割を十分に果たしたと評価することができる8)． 

総合事業は連携計画策定や法定協議会設置を促進する

ことを意図して実施されたため，もともと3年間の時限

事業と考えられており，連携計画実施に対する補助も立

ち上げ支援として3年間までと規定されていた．一方で，

総合事業補助（経費の半額を上限とする）の対象が非常

に幅広く，運行補助についても既存補助制度と異なり，

乗車人数や収支状況などといった要件がなかったことか

ら，補助が打ち切られる3年後に自治体単独事業として

存続できるかどうか危ぶまれる状況が懸念された．逆に，

交通基本法に関する議論が進む中で，本当に必要なサー

ビスであれば国が時限なしで支援する体制が必要ではな

いかという議論も行われた． 

その後，総合事業は2009年の事業仕分けでネガティブ

な評価を受け，見直しが避けられなくなった．結果的に

2010年の「元気な日本復活特別枠」で公共交通関連の各

種補助事業が「確保維持改善事業」として統合され，総

合事業は廃止となった．ただし，活性化・再生法自体が

廃止になったわけではなく，連携計画や法定協議会の制

度は以前と変わらず残っている．2011年度に国土交通省

内で行われた政策レビューにおいても同法の必要性が確

認されている． 

 

4. 地域公共交通総合連携計画の特徴 

 

ここで，連携計画とはどのようなものかを確認してお

く．活性化・再生法第5条において「地域公共交通の活

性化及び再生を総合的かつ一体的に推進するための計

画」と規定され，具体的には2項で以下の事項について

定めることと規定されている． 

１．地域公共交通の活性化及び再生の総合的かつ一体

的な推進に関する基本的な方針 

２．地域公共交通総合連携計画の区域 

３．地域公共交通総合連携計画の目標 

４．前号の目標を達成するために行う事業及びその実

施主体に関する事項 

５．計画期間 

６．前各号に掲げるもののほか，地域公共交通総合連

携計画の実施に関し当該市町村が必要と認める

事項 

逆に言えば，上記１～５の項目があれば，連携計画と

して成立する．そのため，連携計画の分量は数ページで

終わるものから数百ページにわたるものまで様々である．

また，「４．前号の目標を達成するために行う事業」に

は，交通機関運行はもとより，その改善や利用促進のた

めの事業も含まれる． 

また，連携計画に規定された各事業は法定協議会の参

加者・団体が実施するが，総合事業では協議会を補助対

象としていたため，協議会自体を実施主体と位置づける

ことも一般に行われた．つまり，協議会が独自の会計を

持ち，連携計画をもって地域公共交通をマネジメントす

る役割を担うことも可能となった．これによって，自治

体からの負担金と国からの補助金を合わせ，連携計画に

おいて必要とされた公共交通について事業者に運行委

託・依頼し，一方で運賃水準を地域公共交通会議で決定

することで，ヨーロッパの運輸連合に近い役割を協議会

が果たすことさえも可能であり，これに近い取組も既に

行われている． 

このように，連携計画と法定協議会は，自治体が地域

公共交通政策を進める際のツールとして非常に自由度の

高いしくみであり，いわゆる優良事例もこのしくみをう

まく活用している．ただし多くの自治体・地域は，コミ

ュニティバスやデマンド交通の計画策定や運行実施に対

して総合事業補助を得るための方便としてしかとらえて

こなかった．この状況については後に改めて論じる． 

 

5. 地域公共交通確保維持改善事業と生活交通ネ
ットワーク計画の問題点 

 

確保維持改善事業は国が定めた交付要綱（法律ではな

い）によって規定されている．従来はモードごとに存在

加藤博和・福本雅之：土木計画学研究・講演集、Vol.47、2013.6



 

 4

していた補助事業を統合したものであり，内容の多くは

以前の制度からそれほど変わっていない．この中で最も

大きな変更は「生活交通ネットワーク計画」の策定を要

件としたことである． 

確保維持改善事業による乗合バス関係の国庫補助制度

の変更について図1にまとめる．従来は，市町村（平成

の大合併以前）をまたぐ幹線を対象とした都道府県補助

に国が協調する「地方バス路線運行維持対策補助（地バ

ス補助）」と，法定協議会設置や連携計画策定が補助要

件であった「総合事業補助」の2本立てであったが，変

更後は前者が補助要件緩和の上「地域間幹線系統」と再

定義され，後者については，地域間幹線のフィーダーと

なり，公共交通空白地域をカバーする系統が対象となる

ように補助要件を新たに定め，「地域内フィーダー系

統」として補助対象とすることになった．その上で，各

市町村が協議会を主宰して生活交通ネットワーク計画を

定める．ここでの協議会は地域公共交通会議や活性化・

再生法の法定協議会とは異なるもので（兼ねてもよい

が），それらに比べ必須メンバーが少なくなっており，

公共交通の関係者が一堂に会するステークホルダー会議

になっている必要はない． 

生活交通の定義は必ずしも明確ではないが，活性化・

再生法第2条では「地域公共交通」の定義を「地域住民

の日常生活若しくは社会生活における移動又は観光旅客

その他の当該地域を来訪する者の移動のための交通手段

として利用される公共交通機関」としており，この「又

は」より前の部分が生活交通にあたるものと考えること

ができる．つまり，専ら観光・来訪を対象とする公共交

通は対象外となる．これは，事業仕分けや交通基本法に

関わる議論を踏まえ，国の役割を最低限の生活交通確保

への支援と規定したことによるものである．また，利用

促進に関わる内容は事業仕分けでの意見を踏まえ削除さ

れている． 

生活交通ネットワーク計画は，本来は乗合バス（デマ

ンド交通を含む）・鉄道・離島航路および航空路を包括

したものであるが，例えば「地域内フィーダー系統確保

維持計画」のように，単独のモードで策定してもかまわ

ないこととなっており，事実ほとんどの計画がそうであ

る． 

そして，交付要綱によると，例えば「地域内フィーダ

ー系統確保維持計画」は以下の事項を記載することにな

っている． 

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

２．地域公共交通確保維持事業に係る定量的な目標・

効果 

３．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維

持する運行系統（区域運行におけるサービス提

供の単位とする区域及び運行区間を含む．以下

「系統」という．）の概要及び運送予定者 

４．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額，

負担者及びその負担額 

このように，生活交通ネットワーク計画とはその名か

ら受けるイメージとはほど通い「補助対象系統リスト」

そのものであり，地域公共交通計画とは言い難い．連携

計画においても総合事業補助を得ようとする系統しか扱

わないことは多く見られたが，生活交通ネットワーク計

画では，そもそも補助を得たい系統「しか載せてはいけ

ない」ことに注意が必要である．これは，地域間幹線系

等確保維持計画の前身である地バス補助のしくみを完全

に受け継いでいる．地バス補助の問題点については既報
9)を参照されたい．その多くが地域内フィーダー計画に

も共通することが理解できる．ちなみに，生活交通ネッ

トワーク計画策定協議会の構成も，都道府県が従来，地

バス補助のための計画である「生活交通路線維持確保3

カ年計画」の策定や，路線廃止後の対応策について協議

するために設置していた地域協議会のスキームを受け継

いだものである．なお，これら地域協議会は現在，地域

間幹線確保維持計画策定の協議会として位置づけられて

いる． 

なお，上記２．で「定量的な目標・効果」が掲げられ

ている点が連携計画と異なっている．PDCAサイクルを

回すべく総合事業で導入された，協議会による自己評価，

および第三者による評価のしくみは継承されているが，

イギリスのLTP(Local Transport Plan)などと異なり，総合事

業においては目標が抽象的で不明確であるため客観評価

ができないという問題点が指摘されていた．そこで確保

維持改善事業では「定量的」という表現が付け加わった

のである．しかし，各地域や系統に合った目標・効果を

表す定量指標の設定について自治体が十分に理解してい

ないため，国が評価フォーマットで例示した「利用者

数」「収支率」をそのまま指標に採用する自治体が大半

となったり，目標値の設定も根拠の薄いものであったり

＜地バス補助事業＞
対象：地域間幹線バス路線
運行・車両
協議：都道府県の地域協議会
計画：生活交通確保３カ年計画
期間：３年。更新可

＜地域公共交通確保維持改善事業（生活交通サバイバル戦略）＞
対象：生活交通を担う地域公共交通すべて。バスは運行のみ
協議：都道府県（幹線、離島ｱｸｾｽ、鉄道ﾊﾞﾘﾌﾘ）・市町村（フィーダー）

の生活交通ネットワーク計画協議会
計画：生活交通ネットワーク計画
期間：３年。更新可

利用促進活
動補助は対
象とされず

＜活性化・再生総合事業＞
対象：地域公共交通すべて
運行・車両および調査・利用促進
協議：市町村の法定協議会
計画：地域公共交通総合連携計画
期間：３年（調査は１年）。更新なし

事業仕分け：
最低限必要な運行の
確保に特化すべき
政策コンテスト：

圧倒的な支持

鉄道運行補
助は対象と

されず

 

図1 地域公共交通確保維持改善事業開始による 

乗合バス関係補助制度の変化 
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などといった運用上の問題も生じている．そして，そも

そも各系統（群）で評価することが適切なのか，ネット

ワーク全体での評価も必要ではないか，その場合，補助

対象外系統はどう扱うのか，といった点も問題である． 

以上も含め，確保維持改善事業に関する問題点の詳細

は既報1)でまとめているが，ごく簡単に言えば，総合事

業が各地域の自主性を尊重しそれを国が支援する形であ

ったのに対し，確保維持改善事業は国が定めた要件に合

うものを支援する形であるということになる．国が継続

的に支援する以上は何らかの制約が必要であろうが，現

状は，特に地域内フィーダー系統補助については要件が

厳しく，地域で必要な公共交通を地域で決めて確保して

いくという従来の流れとは必ずしも整合しない．また，

補助対象が協議会でなく交通事業者であることから，協

議会が公共交通全体をマネジメントする役割が弱くなる

とともに，交通事業者から見れば補助申請を自治体と国

の両方にしないといけないため，事務量が増えてしまい，

特に小規模事業者や，新たに補助対象となったNPO等が

結果的に申請を断念することにもつながっている． 

 

6. 地域公共交通総合連携計画の存在感喪失 

 

総合事業によって連携計画策定は急増したが，総合事

業廃止に伴って一転，連携計画を策定する自治体が急減

した．それどころか，計画期間が終了した計画を更新し

ない（つまり失効させた）自治体がほとんどという状況

にある． 

図2に，国土交通省が把握している連携計画の策定お

よび失効の状況を示す．2011年度末で約3割の計画が期

間を終了したが，更新もしくは期間延長が行われたのは

そのうちの3%に過ぎず，大半が失効している．さらに

2012年度末には期間が終了する計画が約4割に増加する．

これは，連携計画の約5割が計画期間を3年以内としてお

り，総合事業が行われた2008～10年に策定された計画が

約8割であることによる．計画期間を3年としているのは

補助年限に合わせたものであり，他の諸計画との関連は

考慮されていないことになる．さらに計画期間が終了し

ても延長・更新する必要がない（補助金獲得につながら

ない）ことから，生活交通ネットワーク計画を策定する

一方で連携計画は失効させてしまう自治体が多くなって

いる．総合事業での実証実験を本格運行に移行しない自

治体も存在するが少数である．なお，2012年度に策定さ

れた連携計画はわずか19件で，全体の4%弱に過ぎない． 

生活交通ネットワーク計画を策定する組織としては，

大半の自治体が法定協議会もしくは地域公共交通会議を

活用している．中には法定協議会を廃止したり生活交通

ネットワーク計画策定協議会に改組したりする自治体も

あるが少数である．実際には，連携計画の期間終了を意

識しておらず，失効後も「公共交通政策の方針を示す文

書」として扱っている協議会も存在している．しかし前

述のように，法定協議会の役割が連携計画の策定協議及

び実施における連絡調整であると法律に規定されている

ことを考えると，実害がないと言っても，連携計画を失

効させ生活交通ネットワーク計画の協議を行っている状

況には違和感がある．そもそも，連携計画に基づく実証

運行を総合事業の補助を得て実施した結果は，連携計画

そのものの見直しに反映されることが当然である． 

このような状況に陥った理由として，国が確保維持改

善事業開始にあたり連携計画との関係を明示しなかった

ことに加え，自治体のみならず地方運輸局・支局が連携

計画の期間終了について無頓着であることも大きい． 

 

7.  今後への示唆 

 

既に述べたように，連携計画は活性化・再生法に基づ

く「総合的かつ一体的」な計画である一方，生活交通ネ

ットワーク計画は国庫補助対象系統のリスティングとい

う色彩が濃い．また，法定協議会に比べ生活交通ネット

ワーク計画策定協議会は法的権限が弱く，ステークホル

ダー会議として成立するために必要な公共交通参加者・

団体が構成要件に十分挙げられていない点も問題である． 

したがって，現行の法・制度体系で「地域の」「地域

による」「地域のための」公共交通政策を進めていくた

めには，法定協議会が連携計画を策定し実施するという

本来の役割を徹底した上で，連携計画の実行計画の1つ

として生活交通ネットワーク計画を策定することが望ま

しい．加えて，道路計画も含む「都市・地域総合交通戦

略」を策定している市町村については，その下位計画と

して連携計画を位置づけることもできる． 

また，確保維持改善事業で見直された評価システムを

活用し，補助対象外系統や，ネットワーク全体としての
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図2 地域公共交通総合連携計画の 

策定・失効の状況（全国） 
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評価改善システムを確立し，そのアウトプットを連携計

画のみならず確保維持改善事業での評価として活用する

ことも合理的である．この際，都道府県の協議会「の

み」で扱われることが一般的な地域間幹線系統について，

各市町村でも関連するフィーダー系統と合わせて評価検

討し，都道府県協議会に報告するしくみを取り入れるな

どして，市町村レベルで幹線系統とフィーダー系統との

連携を議論することも必要である． 

ただし，これらのしくみについて「義務づけ」するこ

とは望ましくない．なぜならば，地域公共交通会議制度

以来，国が自治体・地域で公共交通政策を自主的に行う

ことを意図して行ってきた様々な制度整備をあくまで

「手続」「義務」としかとらえない自治体が多数存在し

ているからである．その意味で，国は制度の活用方法と

その利点について広く周知する一方で，それを強制する

のではなく必要に応じて活用することを勧めるべきであ

る．その上で，制度活用によって好事例を生み出しやす

くなっているかどうかについて，第三者評価等の機会を

利用して検証し，制度改善や周知方法の見直しを進めて

いく必要がある．まさに国は，各地域の真摯な取り組み

を十分汲み取って次の制度へつなげていくべきである． 

 

8. おわりに 

 

本稿では，活性化・再生法の施行以降，日本の自治体

に「地域公共交通連携計画」が広く普及したものの，そ

の誘因となった地域公共交通活性化・再生総合事業の終

了によって策定や更新が止まってしまっている現状が明

らかとなった．これはすなわち，地域公共交通計画を政

策実施のために活用し，また進捗状況に応じて変更して

いくという意識はまだ十分に浸透しておらず，いまだ国

庫補助を得ることに主眼を置く自治体が多いことを示し

ている．前述した2011年度の国土交通省政策レビューで

は，地域公共交通総合連携計画の必要性を認めた上で，

その効果をより高めるために，1)策定プロセス，2)内容，

3)フォローアップ，に係るノウハウの共有が必要である

とし，これまでの事業の分析を踏まえた計画策定等の

「手引き」作成と地域への提供が必要と結論づけている．

その際に，計画策定やPDCAサイクルの重要性やメリッ

トが自治体に十分理解され，またその運用が比較的容易

に可能となるような内容になることが望まれる．そして，

「手引き」を活用して法定協議会等がステークホルダー

会議として機能することも求められる．さらに，これら

のことを地方運輸局・支局がよく理解し法定協議会等で

説明できるようにすることも必要である． 

2013年度には，地域公共交通確保維持改善事業の中に

「地域協働推進事業費補助金」制度が新設される予定で

ある．これは「地域の関係者の協働・連携による利用促

進に資する取組みに要する費用を支援」するものと定義

されているが，補助要件としてその事業計画が連携計画

で位置づけられていること，つまり連携計画がないと補

助が受けられないことが規定されている．生活交通ネッ

トワーク計画が利用促進の取組を包含していないためで

あるが，このことによって再び連携計画が補助金目当て

のみで策定されることがないよう願うばかりである． 
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